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日本WHO協会 理事

安田直史

　この「目で見るWHO　2019年夏号」がみな
さまのお手元に届くのはG20大阪サミットも終
わり、蒸し暑い梅雨の真っ最中であろうかと思い
ます。2019年は早くも折り返し地点です。
　お気づきのことと思いますが、「目で見る
WHO」は先号（2019年春号68巻）から新装改
訂いたしました。昨年私がその編集責任者の役を
仰せつかり、厚意で集まっていただいた編集委員
の皆さまと一緒に準備をはじめたのですが、みん
な保健医療の専門家であり、私を含め雑誌編集の
経験者は誰もおりません。プロの編集者やデザイ
ナーさんにアドバイスをもらいながらも、なんと
も不安な素人編集団の船出でありました。「どん
な記事の構成にするか」、「誰に原稿を依頼する
か」、「文字数と写真のバランスは」、「文体はど
うするか」・・・。また編集用のソフトに手が出
ないおじさんたちを見かねて、大学生がサポー
トしてくれるようになりました。まさに素人の
手探りですが、春号を無事に発行することができ、
編集委員一同胸をなでおろしたのも束の間、早く
も夏号の準備にかからねばなりませんでした。
　新装「目で見るWHO」では当協会の設立目的
に立ち返り、WHOの事業やWHOが発信する有
益な情報を多くの方に広く知っていただくこと
を重視しています。そのためのいくつかの新し
い試みをご紹介したいと思います。まずWHOが
英語で発信するニュースの概要を日本語で月毎

ごあいさつ

にまとめて示しています。既に日本WHO協会のホ
ームページでは和訳を掲載していますが、最新の
WHOの動きを日本語で概観できることに対し、既
に読者から好意的なコメントをいただいていま
す。次に日本国内に36か所あるWHO協力センター
（WHO Collaborating Centre ）の紹介コーナーを
設けました。またWHOで働く日本人職員の方から
ご寄稿をいただき、現場の声を届けたいと思って
います。そして毎号巻頭には特集としてグローバ
ルヘルスの主要なトピックについての最近の動き
をわかりやすくお伝えしますが、SDGsを意識しつ
つ、さまざまなセクターから見た健康を取り上げた
いと考えています。もちろんこれまでどおり、日
本WHO協会が主催、後援するイベントやセミナー、
勉強会についての報告や、日本WHO協会が人材育
成の一環として行う「WHOインターンシップ支援
助成」を受けた方々からのWHOインターン体験談
もお届けします。
　素人編集団ですので、仕上がりには多々ご指摘
もあろうかと思いますが、内容に関しては吟味して、
質の高いものをお届けしたいと思います。読者から
のご批判、ご提案をいただきながら改善を重ね、「楽
しく、役に立つ」機関誌に育て上げ、WHOをより
身近に感じていただきたいと編集委員一同意気込
んでいますので、今後ともご支援を賜りたいと思い
ます。よろしくお願いします。　

2019年6月
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センセーショナルだが
軽視されてきた栄養問題
　「世界の子どもの栄養問題」という言
葉を聞くとどんなイメージを浮かべるで
しょうか？痩せ細って、肋骨が浮き出て、
おなかがとび出した子どもの写真を連想
される人が多いのではないでしょうか。
過去に何人ものジャーナリストが飢餓、
紛争などに伴った悲惨な状況を世界に伝
えるために、また援助団体が広報・募金
のためにそのような写真を発信してきま
した。非常にセンセーショナルなイメー
ジであり、人の心に残り、世論を動かす
ことは確かです。私自身もビアフラやス
ーダンの写真にショックを受けたことが
この仕事に就く遠因になったと思います。
しかし、このようなセンセーショナルな
飢餓の事例は、世界の子どもの栄養問題
という氷山の一角を映しているにすぎず、

問題はより深く広いのです。ここでは子
ども時代初期に適切な栄養を摂れないこ
とでさまざまな栄養不良を起こし、子ど
もたちの生存、成長、発達に悪影響を与
えている現実を紹介したいと思います。

栄養不良は隠れた一大死因
　上述のような栄養不良状態で死亡する
子でも、大多数は餓死するわけではあり
ません。栄養不良のために抵抗力が衰え
ると下痢、肺炎、マラリア、麻疹（はし
か）といった一般的な感染症に罹りやす
くなり、反復する病気は栄養不良を増悪
させるという悪循環に陥ります。また病
気に罹ったときに、栄養の良好な子であ
れば回復可能であるところ、栄養（ビタ
ミンなどの微量栄養素欠乏も含めて）が
不足している子どもたちは命を落とすこ
とになるのです。ところが、死因には「肺
炎」「下痢」と記録されるため、途上国
の子どもたちの主な死因統計に栄養不良
は現れないのです。5歳未満の子どもの
死亡例のうち、実に半数近くの子どもは
栄養不良を背景に持っていると言われて
います （図１）。このように栄養不良は
まさに「隠れた一大死因」と言えるでし
ょう。図２はユニセフが子どもの栄養不
良の原因を概念図としてまとめたもので
すが、栄養不良に至る背景には食べ物の
不足（量も質も）だけでなく、母子の不
適切な知識と栄養管理、そして下痢やマ
ラリアなどの病気を繰り返すことによる
消耗、が密接に絡まっているのです。

栄養不良は身体的成長のみ
ならず脳の発達も阻害する
　急速にカロリーやたんぱく質が欠乏す
る状態を急性栄養不良と呼び、wasting
を示します（コラム語句の説明参照）。
これは重症になると命の危険を来します。
これに対し、生後早期に慢性的に栄養不
良の状態が続くと、身長の伸びが制限さ
れることになりますが、その影響は低身
長だけにはとどまりません。胎児～乳児
期の栄養不良は脳の神経の連結（シナプ
ス）発達に悪影響を与え、認知・運動・
言語発達にも遅れを生じます。ひとたび
stuntingになったら回復することはで
きませんが、これは完全に予防可能な状
態です。
　身体計測だけでは分かりにくい種類の
栄養不良もあります。各種ビタミンやヨ
ウ素、鉄、亜鉛など微量栄養素
（Micronutrients）の不足がこれに当た

巻頭特集　子どもの栄養 ～人生最初の1000日の意味～

図2　子どもの栄養不良の原因

図1　5歳未満の子どもの死因

子どもの栄養 ～人生最初の1000日の意味～

近畿大学 社会連携推進センター 教授

安田直史
大阪大学医学部卒業。ジョンズホプキンス大学にて公衆
衛生修士を取得。国立国際医療センター、JICA、WHO、
ユニセフにてHIV、母子保健対策に関わったのち現職

氷山の一角
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り、世界中で子どもの健康、成長や知的
発達を阻んでいます。

依然として多すぎる
子どもの栄養不良
　では、世界中でどれぐらいの子どもが
栄養不良の状態にあるのでしょう？ ユ
ニセフ、 WHO、世界銀行発行の “Levels 
and Trends in Child Malnutrition 
2019 Report” から見てみましょう。世
界の子どもの7.3％がWastingを示し
ています。この数字は小さいように感じ
られるかもしれませんが、数にすると
4950万人の命が危険な状況にあること
を意味します。Stuntingは減少傾向に

コラム
れが重症と軽症に分けられます。特に
Wasting に つ い て は Severe Acute 
Malnutrition (SAM)、Moderate Acute 
Malnutrition(MAM)と呼ばれ、SAMは至
急に的確な治療を始めなければ命の危険
が迫っている状況です。
　最近では5歳までの子どもに対しては
迅速かつ簡便にSAMやMAMを診断する
方法として上腕周囲径（MUAC）の測定
が多用されています。MUACが115㎜未
満の子どもはSAMとして至急に治療を始
めなければ命の危険が迫っていると判断
します。専用に開発されたMUACテープ
を用いると、一目瞭然でSAM, MAMが診
断できるようになっています。（図A）

WHO小児成長標準曲線は
どうやって作られている？
　2006年の改訂版では人種民族による
偏りを是正するためにブラジル、ガーナ、
インド、ノルウェー、オマーン、アメリ
カ合衆国の6か国からの健康な子ども
8440人の成長データを基に作られまし
た 。しかし母子手帳などに用いられてい
る日本人の標準曲線はWHO標準に比べ
て小さい傾向があり、やはり人種や民族
による違いを完全には補正できていない
ことがわかります 。日本人の栄養を判断
するときにWHO標準を基にすると栄養
不良の割合が高くなる傾向がみられるこ
とに注意が必要でしょう。

栄養不良の分類と測定

　おとなの栄養はBody Mass Index 
(BMI)を基に判断されますが、成長期の
子どもの栄養状態の判定は一般的には身
長、体重、年（月）齢を使い、ＷＨＯに
よる標準成長曲線に基づいて表１のよう
に分類されています。このうち子どもの
栄養プログラムで重要になるのは１）発
育阻害（stunting）、２）消耗症（wasting）、
３）過体重（overweight）、これらに４）
微 量 栄 養 素 欠 乏 (micro nutrient 
defi ciency)が加わります。さらにそれぞ 介入を前提とした

実用的分類

　急性栄養不良は重症である場合に特に
迅速な治療対応を行わないと致死率が
30-50％に達するとされています。以前
は病因的にKwashiorkorとMarasmusに
分けられていましたが、治療方針には差
がないため、介入を前提とした、より実
用的な分類として最近ではsevere acute 
malnutrition(SAM) と moderate acute 
malnutrition(MAM)に分類することが多
くなっています。

あるとはいえ、なんと全世界の21.9%（1
億 4900万人）の子どもたちが本来持
てる成長・発達の可能性を十分に達成で
きていないことを示しています。これは
その子どもたちが属する社会や国の将来
の発展にとって大きな損失であると言え
るでしょう。

　国地域別に見てみると、子どもの栄養
不良の問題はやはり貧困と密接に関係し
ており、低所得国と下位中所得国で全体
の約9割を占めていることがわかります。
また、地域的には圧倒的に南アジアとサ
ハラ砂漠以南のアフリカに多いことがわ
かります（図３）。

図A-1　小児上腕周囲径（MUAC）測定用テープ

図A-2　MUACテープで測定しているところ

図B-1 WHO小児成長標準曲線例 男児身長 0-2歳用

図B-2 WHO小児成長標準曲線例 男児身長 2-5歳用

図3　慢性栄養不良の地域的分布
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増える過体重と
二重の栄養問題
　以前は貧しい国の子どもの栄養不良と
言えば、低栄養だけを考えれば十分でし
た。しかし1990年ごろから世界的に
過体重の子どもが増加し現在では全世界
で5.9%に達しています （図４）。さら
にこの増加は高所得国よりもむしろ低~
中所得国に見られることは注意を要しま
す。北部および南部アフリカの2地域
では５歳未満の子どもの10%以上が過
体重を示しています。過体重の原因とし
ては貧富の格差のみならず、不健康な食
事や飲料の宣伝・普及、運動不足などが
影響していると考えられています。また
過体重や肥満は若くして糖尿病や心血管
系の成人病を発症するリスクであること
も知られています。このような国では子
どもの低栄養と過栄養という二重の課題
を同時に抱えるようになっているのです。

人生最初の 1000 日間の
栄養状態がその子の
残りの人生を左右する
　卵と精子の受精から出生までが270
日、そして出生から2歳の誕生日まで
の 730日とで合計 1000 日間。この
1000日間の低栄養状態が身体発育や、
認知・知的発達に遅れをもたらし、さら
にこの時期の遅れは不可逆的で、後に栄
養状態が改善されたとしても身長が追い
つくことはできず、さらに将来的には成

績不良や肥満、糖尿病、心臓病などの慢
性疾患のリスクが高まることがわかって
きました。このように、この時期の栄養
が残りの人生に甚大な影響を与えること
から、「人生最初の1000日間」という
イニシアティブが掲げられるようになり
ま し た ( 参 照：1000 Days. https://
thousanddays.org/）。これはさらに妊
娠前の若い女性の栄養状態をも反映する
ことから、「母と子どもの栄養問題」と
して考えるべきでしょう。

栄養問題に
世界の注目が集まってきた
ここ10年ほどの間に栄養不良問題に関
する世界的注目、取り組みには非常に大
きな動きがありました。以前は緊急事態、
飢餓における栄養問題は「食料問題」と
考えられ、国連世界食糧計画（WFP）
などの緊急食糧援助の対象と考えられま
した。平時における子どもの栄養不良は
保健医療分野の問題と考えられることが
多いものの、下痢や肺炎に比べて栄養は
あまり注目されませんでした。
2000年台後半の食料価格の高騰を契機
にした食料危機によって、食料の安全保
障、農業生産性に対する関心が高まるな

か、国際社会は栄養問題に的確に対応し
てこなかったという批判が行われました。
2008年にThe Lancet 誌は母子の栄養
についてのシリーズを出し、子どもの栄
養不良が世界の開発の阻害要因になって
おり、保健医療のみならず、農業、食料、
貧困と言った面からの包括的な取り組み
が必要であるとの認識が高まりました。
2 0 0 9 年 か ら “ S c a l i n g  U p 
Nutrition(SUN) 運動” が始められ、国
連やＧ8のハイレベル会合で相次いで
食料安全保障・栄養の問題が取り上げる
ようになりました。2010年には「人生
最初の1000日間」の重要性を訴える
イニシアティブも立ち上げられ、2011
年には国連総会でハイレベルSUN会議
が催されると急速に栄養問題が脚光を浴
びるようになりました。2015年9月に
採択された持続可能な開発目標（SDGs）
でも「Goal2　飢餓をなくそう」が独立
したゴールとしてとり挙げられており、
ここにも注目度の高まりがうかがわれま
す。

栄養対策は医療的介入か
社会的介入か？
2005年に私がユニセフで働き始めたと
き、子どもの栄養は保健医療プログラム
の一部であり、予防接種に便乗した年に
2度のビタミンＡキャンペーンやヨウ素
などの微量元素補充、母乳育児推進、成
長測定などが中心でした。緊急援助以外
では急性栄養不良の支援・治療はほとん
どなく、見つかっても栄養指導以外に根
本的な介入を行っていませんでした。し
かし、その後SUNの動きに応じて栄養
部門は保健部門から独立し、保健セクタ
ー以外にも農業、教育、地域開発などの
多セクターとの連携を強め、地域での予
防、啓発に力を入れるようになりました。
またwastingに対する病院、地域での
治療の取り組みやStuntingに対する啓
発も強くなってきました。先に述べた「人
生最初の1000日」間、つまり妊娠前・

図4 子どもの過体重の地域別増加

巻頭特集　子どもの栄養 ～人生最初の1000日の意味～

持続可能な
　　問題解決
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中・後の女性の食事、母乳、離乳食に関
する知識理解、行動変容に対する介入が
強められてきました。生後６か月間は「母
乳以外には何も与えない」で育てること
により乳児期の病気、栄養状態や死亡率
を改善することが知られています。とこ
ろが６か月後からの離乳期に不可逆的な
成長障害、発達障害に陥るケースが多い
のです。離乳食については地域に伝わる
伝統的な教えや習慣は必ずしも科学的知
見と一致しないことも多く、質・量・頻
度など正しい知識と実行が極めて重要で
す。離乳期は子どもの栄養にとり非常に
脆弱な時期だと言えるでしょう。
　ユニセフがタンザニアで行った調査で
は非常に興味深い結果が得られました。
タンザニアは国としては食料不足の状況
にはなく、wastingの率は低いのですが、
stuntingは 34.7%の高率に達していま
す。しかも驚いたことに農業生産の低い
乾燥地域ではなく、肥沃な穀倉地帯の子
どものstuntingの率が高いのです 。多
忙な野良仕事の間子どもの世話を十分に
できず、特に離乳食の質と回数の不足な
どが原因として推定されました。このよ
うに、子どもの栄養の問題は栄養だけを
取り出しての保健医療や対症療法ではな
く、育児・幼児教育・貧困対策・農業・
ジェンダー・伝統など幅広い取り組みの
中に位置づけなければ持続可能な解決に
はならないという一例だといえるでしょ
う。

RUTF の開発で
容易になった栄養治療
　重度の急性栄養不良（SAM）は特に
重篤で生命の危険があるため、以前は入
院のうえで栄養治療と合併症の治療が必
要でしたが、1996年に「すぐに食べら
れる栄養補助食品」（Ready to Use 
Therapeutic Food；RUTF) が開発され
たことが画期的な変化をもたらしていま
す。RUTFはピーナッツなどを主原料と
したペースト状のものが銀紙パックに入
ったもので、封を開けてそのまま食べら
れるうえ、長期保存できます。ちょうど
ピーナッツバターに砂糖を加えてもっと
甘くしたような食感で、子どもには食べ
やすくできています。RUTFにより、
SAMについても合併症がなく、食欲が
あれば在宅のままでの治療が可能になり、
入院に伴う費用、旅行、付き添いなどの
障壁が取り除かれました。SAMや
MAMの治療の拡大と治療成績の改善が
期待されています。

日本の子どもの最初の
1000 日間は大丈夫か？
　日本では戦後復興、経済成長にともな
い平均身長が伸び、Stuntingの割合が
低下しました。Shneider& Ogasawara
によると20世紀初めに65%以上であ
ったものが現在では7.1％に激減してい
ます 。経済社会開発が栄養不良の解決

に有効であることを示した好例だと言え
るでしょう。しかしながら、日本では現
在平均出生時体重が減少しているのです。
2500グラム未満の低出生体重児の割合
が先進国（OECD）諸国の中で最も高い
方で、女児では10%を超えています 。
これには若い女性が過度のダイエット志
向によって妊娠前に栄養不良に陥ってい
ること、妊娠中の過度の体重コントロー
ル（「小さく生んで大きく育てる」など
と言った誤ったメッセージ）などが影響
していると考えられます。日本の子ども
たちの二度とない大切な「人生最初の
1000日間」の状況は先進国の中で最低
水準にあるのかもしれません。専門家だ
けではなく、マスメディアも若い女性、
妊娠中の女性の栄養の重要性と子どもへ
の影響について、正確かつ科学的な情報
を提供するようことが必要なのではない
でしょうか。

おわりに
以上お話してきたとおり、子どもの栄養
不良の問題は過去のものではありません。
紛争、飢饉、干ばつなどの原因で起こり、
緊急人道援助の対象となる急性栄養不良
から、貧困、正しい知識の欠如や不衛生
・病気が原因となる慢性栄養不良や微量
栄養素欠乏の多岐に渡ることがおわかり
いただけたと思います。また、単に痩せ
ている、背が低いという問題ではなく、
認知・知的発達の遅れや将来の慢性疾患
のリスクを高めるなど、その後の人生に
不可逆的な影響を与えることを考えると、
妊娠中及び2歳の誕生日を迎えるまで
の「最初の1000日間」の栄養管理は
もっと重視されるべきでしょう。日本の
女性、子どもにとっても重要なメッセー
ジを含んでいると言えるでしょう。

出典：図1：WHO-MCEE estimates for child causes of death 
2000‒2017と参考文献１をもとに作成／図2：ユニセフ世界
子供白書1998より／図3, 4：UNICEF, WHO, World Bank. 
Levels and Trends of Child Malnutrition 2019 ／ 図5：わ
が国の人口動態より／（以下コラム内）図A：UNICEF supply 
catalogue, UNICEF stories of innovationより／図B：WHO

図5 日本の低出生体重児の年次推移
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パナマで
母子手帳シンポジウムが
開催されるまでの舞台裏

第29回国際小児科学会2019

　2019年 3月 17―21日にパナマ共
和 国 で 第 29 回 国 際 小 児 科 学 会
（International Pediatric Association：
IPA）が開催されました。世界中から
2,300人が集い、５日間にわたり、「こ
どもたちのためのパートナーシップ」を
テーマに活発な議論が行われました。７
つの全体集会（Plenary）、18の並列シ
ンポジウム（concurrent session）、20
の教育講演（meet the experts）、48の
口演発表、150近くのポスター発表、
９つのワークショップ（Pre-congress 
workshop）が開催されました。（写真１）
　 私 た ち は、「Maternal and child 
health handbook and Sustainable 
Development Goals（母子手帳と持続
可能な開発目標）」というシンポジウム
を開催することができました。実は、国
際小児科学会（IPA）の長い歴史の中で、
母子健康手帳（日本の法律上の正式名は
「母子健康手帳」ですが、一般に呼びな
れている「母子手帳」を使うことにしま
す）に焦点を絞ったシンポジウムを開催
したのは、はじめてのことでした。
　日本発にふさわしい企画をしたいとい
うことで、日本小児科学会（Japan 
Pediatric Society：JPS）の国際渉外委
員会の和田和子理事（大阪母子医療セン
ター）と相談し、母子手帳をテーマとし
たシンポジウムを企画しました。私たち
も不慣れなために、すいずんと IPA事

務局とは綱渡りの交渉をしました。ワー
クショップには多額の資金が必要だとい
われ、２日間にわたるプログラムを翌日
までに作るようにと指示を受けたことも
ありました。
　こういうときには、20年以上も前に
国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）
で国連職員をしていた経験が役立ちまし
た。相手のいいなりにならず、しかし一
方的に自分たちの主張をするだけは前進
しません。当時 IPAの EC（Executive 
Committee）メンバーの廣瀬伸一教授
（福岡大学小児科）のサポートもあり、
何度か交渉しているうちに無事に開催が
決定しました。気づいてみれば、無料で
の90分間のシンポジウムとなり、開会
式直後の最もいい時間帯を確保してもら
うことができました。

WHOと共同座長のもとで
母子手帳を語る

母子手帳シンポジウムの内容

　いよいよシンポジウム「母子手帳と持
続可能な開発目標（SDGs）」の開幕です。
座長は、日本WHO協会理事長の中村
安秀（甲南女子大学）と世界保健機関
（World Health Organization：WHO）
のDr. Nigel Rollins。（写真２）
　Rollinsさんは南アフリカの大学で母
子保健の教授を務めた後、2008年から
WHO の 母 子 青 年 保 健 部（the 
Department of Maternal, Newborn, 
Child and Adolescent Health）で活躍
しています。演者は、国連人口基金
（UNFPA）、モンゴル、ガーナから駆け
つけていただきました。旅費などについ

て国際協力機構（Japan International 
Cooperation Agency：JICA）と日本小
児科学会（JPS）による支援をいただき、
JICAガーナ事務所からは大町まゆみさ
んにも参加いただきました。（表１）
　Rollins さんは、WHOが 2018年に
発表した『母子の家庭用記録に関する提
言（WHO recommendations on home-
based records for maternal, newborn 
and child health）』について説明しま
した。最近、WHOでは母子保健という
ときに、母と子どもの間に新生児を入れ
て「maternal, newborn and child 
health」と表現することが少なくありま
せん。また、家庭で保管する医療記録は
従来から「home-based records」と呼
んでいました。妊娠中の記録カード、予
防接種カード、成長曲線が書かれた小児
健康ブックなどが相当します。そして、

国際小児科学会母子手帳シンポジウム報告

母子手帳をテーマにパナマでWHOと協働
～IPA2019・国際小児科学会母子手帳シンポジウム報告～

写真１ 国際小児科学会が開催された
アトラパ国際会議場の前景

甲南女子大学教授・大阪大学名誉教授

中村安秀
東京大学医学部卒業。小児科医。東京大学医学部小児科
講師、大阪大学大学院人間科学研究科教授などを経て現
職。2019年3月より世界小児科学会（IPA）理事。

写真２ 母子手帳シンポジウムの座長
（WHOのDr. Nigel Rollinsと中村安秀）
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（母子手帳と持続可能な開発目標・SDGs）

今回、「統合した母子健康ブック」とい
う名前で、母子手帳も「home-based 
records」の仲間に加わりました。それ
らの科学的根拠について議論するなかで、
WHOとして、保健医療施設の医療記録
を補完するものとして、家庭用記録を推
奨しました。家庭用記録は、医療機関へ
の受診行動を改善し、家庭内での男性の
関わりや支援を増やし、家庭における母
子へのケアの実践が高まり、医師や看護
師などの保健医療提供者と養育者のコミ
ュニケーションがよくなるといわれてい
ます。（図１）
　続いて、国連人口基金（UNFPA）の
森臨太郎さんは、UNFPAが提唱する高
齢化に対するライフサイクル・アプロー
チをもとに、リプロダクティブヘルスの
重要性を強調しました。そして、個人の
健康記録は、自分自身の健康と幸福を追
求する能力を高めてくれる優れた実例と
なることを話しました。
　 モ ン ゴ ル 小 児 科 学 会 代 表 の
Soyolgerel さんは、2007年から導入が
始まったモンゴル版母子手帳について報
告しました。農村地域では遊牧民が多く
保健医療サービスへのアクセスの遅れが
見られます。現在では母子手帳は全国レ
ベルで広がり、一次医療施設に通う子ど
もたちの98％が母子手帳を保持してい
るとのことでした。また、一冊にまとま
っているので、別々の教材を印刷するた

めのコストを削減できます。モンゴルで
は、母子手帳において子どもの発達に関
する年齢別アンケートを用いることによ
り、子どもの発達の遅れを早期に把握す
るための出発点として活用しています。
　ガーナ保健省家族保健局長のPatrick
さんは、2016年から開始されたガーナ
母子手帳（Maternal and Child Health 
Record Book）の開発の経過を報告しま
した。ガーナでは、母親と子どもの家庭
用記録は別々に配布されていました。継
続ケア（Continuum of Care：CoC）と
いう概念のもと、新しい複合型の母子手
帳を開発しました。研修用のパッケージ
を周到に準備したうえで、指導者養成研
修（ToT）が行われました。今後、全国
展開のためには、管理レベルと実施レベ
ルの両方で強力なリーダーシップと長期
的なコミットメントが必要です。
　中村安秀は、まず日本の経験を報告し
ました。SDGsでは、2030年までの新
生児死亡率の目標は12（出生1000対）
です。日本がこの値を下回ったのは、い
まから50年以上も前の1967年でした。
日本が大きく経済成長する前で、日本の
病院には新生児集中治療室もなく、人工
呼吸器もない中で死亡率を下げることが
でき、SDGs目標に到達していたのでし
た。そのとき、家族をサポートしたのは、
養育医療という無料で新生児医療が受け
られる制度と、1948年に生まれた母子

手帳でした。
　日本発の母子手帳が世界に広がる過程
のなかで、2018年10月の世界医師会
（WMA）レイキャビク総会で「母子健
康手帳の開発と普及に関する声明」が出
されたことは画期的な出来事でした。
WMAは、医師会と医療専門職が母子手
帳を利用するように勧告し、だれひとり
取り残さないために、特に非識字者、移
民家族、難民、少数民族、行政サービス
が十分届かない人々や遠隔地の人々のた
めに母子手帳（あるいは同等のもの）が
使われるべきであると明言したのです。
　質疑応答の時間では、批判的なコメン
トはなく、終始なごやかな雰囲気の中で、
多くの方から質問や意見が寄せられまし
た。集積された保健医療データの活用に
おいて母子手帳が果たす役割、男性の巻
き込み、関係機関との協働など、今後の
母子手帳の発展に重要な示唆を得ること
ができました。（写真３）

「パートナーシップで
目標を達成しよう！」は
SDGsの17番目の目標です。

各機関の協働が成功のカギ

　いままで、母子手帳に関する大きな国
際会議を開催してきました。1998年に
東京大学で開催された第１回母子手帳国
際シンポジウムを嚆矢として、日本、ア
ジア、アフリカ、オランダ、カナダなど

Maternal and Child Health Handbook
    and Sustainable Development Goals

Chairs（座長）：
Prof. Yasuhide Nakamura （日本WHO協会・甲南女子大学・日本）
Dr. Nigel Rollins （WHO・ジュネーブ）
Speakers（演者）：
Dr. Rintaro Mori（国連人口基金・バンコク）
Dr. Soyolgerel Gochoo（モンゴル小児科学会代表・モンゴル）
Dr. Patrick Kuma-Aboagye（ガーナ保健省家族保健局長・ガーナ）

図１ 母子の家庭用記録に関するガイドライン（WHO）
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で国際会議を開催してきました。ケニア、
カメルーン、タイにおける母子手帳国際
会議では、それぞれの国の保健省に巨額
の資金を準備していただきました。同時
に、保健省内のスタッフの皆さん方に準
備委員会の設置から当日のロジスティッ
クスまで責任をもって関与していただき
ました。
　今回は、中南米で開催される母子手帳
に関する初めての大きな国際会議です。
また、国際学会という舞台を使うという
意味でも、新鮮な取り組みでした。結論
をいえば、パナマの IPA2019では、
WHO、国際協力機構（JICA）、国際小
児科学会（IPA）、日本小児科学会（JPS）、
そしてガーナとモンゴルから来ていただ
いた専門家たちとすばらしい時間をもつ
ことができました。「パートナーシップ
で目標を達成しよう！」というSDGsの
17番目の目標の重要性を実感すること
ができました。
　母子手帳国際会議では、母子手帳に関
心がある実務者や研究者が集まります。
しかし、国際学会における母子手帳シン
ポジウムの参加者は、世界中から集まっ
た小児科医であり、母子手帳だけに関心
があるとは限りません。今回のシンポジ
ウムには、北米や欧州、中南米やアジア
・アフリカなど、多くの方々が参加しま
した。
　国際学会でのシンポジウムは、パート
ナーシップがもたらす大きな効果があり
ました。まず、WHOや国際小児科学会
という大きな組織が母子手帳に関して関
心を示したことが直接的なインパクトで
した。つぎに、WHOという国際機関か
らのガイドラインの話とモンゴルやガー
ナという現場からの科学的報告がかみ合
うことにより、ボトムアップとトップダ
ウンのシナジー効果がありました。また、

聴衆に欧米の医師が多く、アジアやアフ
リカの発表者にとっては自国での成果を
理解してもらう絶好の場になりました。
欧米の錚々たる小児科医から関心を持っ
てもらい、賞賛されることが、次への大
きな自信につながり、更なる発展の可能
性が広がりました。
　今後も、国際協力の場だけでなく、国
際的な学術集会にも積極的に参画する機
会を提供することにより、母子手帳の普
及や開発に尽力している国際協力の現場
の方々の励みとなることを期待したいで
す。

若い世代の育成に
資金と手間をかける姿勢は
すばらしい

パナマの国際小児科学会からの学び

　最近、海外の国際学会に参加すると、
日本との大きな違いに気づかされること
が少なくありません。パナマでの国際小
児科学会では、重厚な抄録集や冊子はま
ったくありません。学会の最新情報は、
すべてアプリを通じて連絡がおこなわれ
ます。会期中に開催された理事会におい
ても、配布物は会議の議事次第の１枚だ
けでした。理事はコンピュータあるいは
タブレットを持参して、事前に電子ファ
イルで送付された資料集を見ながら、意
見を述べ合います。環境にやさしいぺー
バーレスなのですが、その電子化のスピ
ードには驚かされます。
　もちろん、「ソーシャル・メディアと
子どもの健康」といったセッションで、
デジタル技術の進歩と子どもの健康をど
のように考えていくのかという議論は積
極的におこないます。手放しで新しい技
術を賞賛しているわけではありませんが、
古いものへの懐古趣味のような執着心は
ありません。新しいものを取り入れ、走

りながら考えていくというスピード感が
心地よかったです。
　もうひとつ、国際小児科学会で学んだ
ことは、若い世代を育成することに資金
と労力をかけ情熱を傾けていることでし
た。若い世代を育成するLEADプログ
ラムが、パナマの世界小児科学会からは
じめて正式のプログラムとして開始され
ました。世界中から140名の応募があり、
14名が選ばれました。参加者の出身国は、
インド、ネパール、スリランカ、インド
ネシア、日本、トルコ、ガーナ、エチオ
ピア、ウガンダ、ケニア、イギリス、ア
メリカ、パナマ、ホンジュランス。日本
からは堀内清華さん（山梨大学公衆衛生
学）が選出され、私はメンター役として
参加する機会をいただきました。（写真４）
　プログラムの内容は米国のエール大学
の Global Health Leadership Institute
が作成し、資金はジョンソン＆ジョンソ
ンが支援しています。国際小児科学会の
2日間のプレ・ワークショップでの講義
とディスカッションは単なるキックオフ
にすぎません。その後、２年後の英国の
グラスゴーでの国際小児科学会まで、各
自が決めたプロジェクトに取り組み、最
終的にどの程度リーダーシップが成長し
たかを評価することになっています。
　エール大学がグローバルヘルスで蓄積
してきた知識と経験を濃縮した講義だけ
でなく、プロジェクトを実施する2年間、
エール大学の教員が、各参加者とオンラ
インでの打ち合わせを通じて個別支援す
ることになっています。また、個人面談
を通じて、各参加者に必要な支援の確認
が行われ、オーダーメイドの支援が計画
されています。
　このプログラムはメンターシップを重
要な要素として取り入れ、各分野の主要
な人物と若手をつなげることで、若手の

国際小児科学会母子手帳シンポジウム報告
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活動を支援する体制を国内外で整えよう
としています。本会議の最中にも、毎日
LEADプログラムのために設置されたブ
ースにおいてトークが開催され、世界小
児科学会会長や様々な分野のリーダーと
個人的に会って話す機会が設けられてい
ました。会期中の会長招宴ディナーにも、
LEADプログラムの若手参加者は無料で
招待されていました。意識的に、トップ
リーダーたちと会話する機会を提供して
いました。
　LEADプログラムは、単なるプレ・ワ
ークショップの一部ではなく、国際本会
議の重要なプログラムとしても位置付け
られており、次世代の若手を育てようと
いう強い意気込みが感じられました。学
術機関との密な連携、メンター制度によ
り、リーダー育成が継続的に実質的に行
われる工夫がなされている点にも本気度
が伺えました。
　いま日本の多くの団体や機関で、次世
代育成が声高に叫ばれています。しかし、
単に講義を行って、ワークショップをし
ただけでは、人は成長しません。ひとり
ひとりの志向と特性を考慮し、オーダー
メイドのプログラムを創造し、若い世代
の育成に時間と資金と情熱を惜しまない
という、国際小児科学会の姿勢には大い
に学ばせてもらいました。

運河だけに頼らず、
中米のハブを
めざす国としての元気さ！

パナマ共和国の挑戦

　パナマ共和国は、人口約400万人。
中米地峡の東南端に位置する小国です。
ひとことでいえば、国立公園と自然保護
区が国土の３分の１を占める小さくても
元気のいい国でした。
　有名なパナマ運河は1914年に完成

しましたが、砂漠地帯を掘削するスエズ
運河と異なり、工事は難渋しました。と
くにフランスが担当していた時代には、
マラリアと黄熱病での死者が多かったそ
うです。作業環境が改善された1908
年以降には病死者は減ったといわれてい
ますが、それでも労働者1000人あた
り7－8人という高い割合であったと
いいます（『パナマを知るための70章』、
明石書店）。長年、運河と運河地帯の施
政権はアメリカ合衆国にありましたが、
粘り強い交渉の末、1999年末に運河と
運河地帯はパナマに全面返還されました。
その後、2016年には第三閘門運河が完
成し、運河の商業的価値はますます高ま
っています。（写真５）
　いまは狭いパマナ・シティに、高層ビ
ルがそびえています。空港も拡張工事の
真っ最中でした。北米からの便と南米か
らの便が交差するという、地政学的な優
位点を十二分に活用しているように見え
ました。空港では、北米からと南米から
の旅行客が入り混じるだけでなく、欧州

やアジアからの旅人の姿も少なくありま
せんでした。（写真６）
　街中のタクシーの運転手には、コロン
ビア人やペルー人などの移民が少なくあ
りません。パナマに移住したペルー人か
ら、日本に在住する日系ペルー人の話を
聞く機会もありました。いま、世界はダ
イナミックに流動しています。かつての
ように、貧しい国から豊かな先進国に労
働者が移動するという状況から、大きく
変貌を遂げています。国際的な人流には、
経済的な理由だけでなく、働きやすさや
受け入れ体制など、言語や文化面も考慮
する必要があります。日本に対する尊敬
と賞賛の声が聞こえてくるいまのうちに、
移民を受け入れ共生の形を造ろうとして
いる、世界の多くの国々に学ぶことが少
なくないはず。いわゆる先進国だけをモ
デルに考えるのではなく、外国人労働者
との共生についても、アジアや中南米の
国々からも貴重な学びが得られるのでは
ないでしょうか。

写真３ 母子手帳シンポジウムの座長と演者
写真４ お揃いのTシャツを着た
LEADプログラムの各国のメンバー

写真５ パナマ運河のミラフローレス閘門 写真６ 高層ビルが林立するパナマ市内
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Make every school a 
health promoting school

ヘルスプロモーティング・スクール （HPS）

ヘルスプロモーティング・スクールとは、
学校を舞台に展開する総合的健康づくり
活動、そしてその実践のための総合的政
策と言われています。1986年のオタワ
憲章において、「ヘルス・プロモーショ
ンとは、人びとが自らの健康をコントロ
ールし、改善することができるようにす
るプロセス」とされたのを受け、WHO

はヘルス・プロモーション実践の場とし
て学校現場に焦点をあて、児童生徒や教
員のみならず、地域や家族との相互交流
をも視野に入れた健康促進のモデルづく
りを推進しています。そして、健康促進
と健康教育活動をコミュニティ、国・地
域、グローバルの各レベルで促進してい
くことで、真の意味でのヘルスプロモー
ティング・スクールと呼び得る学校を増
加させ、最終的には、世界中のすべての
学校がヘルスプロモーティング・スクー
ルとなることを目標に掲げています。

大阪大学ユネスコチェア
（GHE）「グローバル時代の
健康と教育」

ユネスコチェア
Global Health and Education （GHE）

　2018年 10月、大阪大学とフランス
のClermont-Auvergne大学は、ユネス
コチェアGlobal Health and Education
（GHE）、日本語名「グローバル時代の
健康と教育」を同時に立ちあげました。
健 康 の 社 会 的 決 定 要 因（Social 
Determinants of Health） に 関 す る
WHO最終報告書（2008）に明瞭に示
されるように、今日、先進国か途上国か
を問わず、人々の健康状態と健康格差を
決定している最大の要因は社会的要因で
あり、この問題へのアプローチなくして
は、すべての人の健康と福祉という国連
の目標を達成することは困難です。日・
仏のユネスコチェア（GHE）が目指す
ものは、教育を通じた、また教育におけ
る健康的な環境の創出と、それによる健
康格差の縮減です。そして、その目的の
ために、最初に取り組みはじめたのが、
ユネスコとWHOが共同で取り組む「ヘ

ヘルスプロモーティング・スクール　国際基準策定プロジェクト

ヘルスプロモーティング・スクール
～大阪大学ユネスコチェア
　「Global Health and Education (GHE)」 キックオフ・イベント～

大阪大学大学院人間科学研究科助教
ユネスコチェアGlobal Health and Education運営室

小笠原理恵
米国アリゾナ州で看護学を学んだ後、中国上海市の外資系医療機関
でクリニックマネージャーを務める。2017年大阪大学大学院人間
科学研究科博士課程修了、特任研究員を経て、2018年より現職。

2019年 5月 10日（土）、大阪大学吹田キャンパスにおきまして、大阪大学ユネスコチェア「Global Health & Education（グ
ローバル時代の健康と教育）」のキックオフ・イベントが開催されました。午前に開催されたシンポジウムと昼食会に続き、午
後には、アジア各国から集まった学校保健の専門家を交え、「ヘルスプロモーティング・スクール」についての公開ワークショ
ップ（後援：日本WHO協会）が行われました。

写真① 公開ワークショップの様子（左上がモデレーターの山本ベバリーアン先生と小林潤先生）
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Ms. Jeudyla HUN (Vice-Chief of Planning and Research Offi  ce, Department of School Health, 
Ministry of Education, Youth and Sport)
Ms. Hong-yan LI (National Programme Offi  cer, UNESCO Beijing)
Dr. Sachi TOMOKAWA (Associate Professor, Department of Sports and Sciences, Faculty of 
Education, Shinshu University)
Dr. Takeshi AKIYAMA (Associate Professor, Department of Basic Health Science, Nagano 
College of Nursing)
Dr. Akihiro NISHIO (Associate Professor, Department of Psychiatry, Gifu University)
Dr. Mika KIGAWA (Lecturer, Kanagawa University of Human Services)
Prof. Eun Woo NAM (Director and Professor, Global Health Center, Yonsei University)
Dr. Kethsana KANYASAN (Assistant Professor, Faculty of Education, National University of 
Laos)
Mr. Gregorio Jr. ERNESTO R. (Assistant Professor, Department of Health Promotion and 
Education, College of Public Health, University of Philippines Manila)
Dr. Pimpimon THONGTHIEN (Consultant, Faculty of Tropical Medicine, Mahidol University)

表① 招へい専門家

カンボジア

中 国
日 本

韓 国
ラ オ ス

フィリピン

タ イ

ルスプロモーティング・スクール国際基
準策定プロジェクト」への貢献です。特
に大阪大学ユネスコチェアは、Social 
Design for Healthをキーコンセプトに、
日本・アジア地域の研究拠点としての役
割を担っています。

日本・アジア各国の
専門家が集結

公開ワークショップの開催

　イベント当日の5月10日（土）、シ
ンポジウムと昼食会に続いて、アジア各
国の学校保健の専門家を招へいしての公
開ワークショップが開催されました。大
阪大学ユネスコチェアの協力パートナー
であり、琉球大学の小林潤先生が理事長
を務める国際学校保健コンソーシアム
（Japanese Consortium for Global 
School Health Research: JC-GSHR）に
ご尽力を頂き、アジア各国の第一線で活
躍する学校保健の専門家が大阪に集結し
ました（表①）。これら招へい専門家に
加え、国内外の研究者や実務家、大学院
生など約35名がワークショップに参加
し、大阪大学ユネスコチェア代表の山本
ベバリーアン先生とJC-GSHRの小林潤

先生のお二人がモデレーターを務めまし
た（写真①）。

ヘルスプロモーティング・
スクールの現状
　まず、フランス側ユネスコチェア
（GHE）の代表、かつ健康と教育に関す
る WHO 協 力 セ ン タ ー（WHO 
Collaborating Center for Research in 
Education and Health）の代表である
Prof .  Didier Jourdan (Clermont 
Auvergne 大学 )と、WHO本部でヘル
スプロモーティング・スクール国際基準
策定プロジェクトの立ち上げスタッフの
一人でもあった牧野由香氏から、これま
での経緯と現状についての概要説明があ
りました。ヘルスプロモーティング・ス
クールの特徴は、①ヘルシー・スクール
政策、②学校の身体的環境、③ 学校の
社会的環境、④健康的に生活するための
技術と教育、⑤保護者とコミュニティの
つながり、⑥（学校での）保健医療サー
ビスへのアクセスの6点に集約されます。
そして、その促進を阻む要因として、①
政策やガイドラインが存在しない、ある
いは実施されていない、②ロビー活動や

アドボカシーが不十分、③予算確保が不
十分、④関係省庁やステークホルダー間
の連携不足、⑤人材確保や育成が不十分、
⑥実施に際しての資源不足（質と量）、
⑦モニタリングと評価ができておらずデ
ータやエビデンスの蓄積不足、⑧実施に
際しての文化的障壁、以上8点が特定
されています。これらを踏まえて、アジ
ア各国において国・地域レベルでの政策
やガイドラインの有無、モニタリングや
評価基準の有無、また促進要因と阻害要
因について話し合うべく、グループワー
クが行われました。

地域別グループワーク
　参加者全員の簡単な自己紹介が行われ
た後、休憩をはさんで、いよいよグルー
プワーク開始です。日本／韓国グループ
（写真②）、中国グループ（写真③）、ラ
オス／タイグループ（写真④）、フィリ
ピン／カンボジアグループ（写真⑤）の
4グループに分かれて、話し合いが行わ
れました。限られた時間の中でしたので、
すべての課題に対して余すことなく意見
を出し合うところまでは行きつけません
でしたが、どのグループも活発な話し合
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ヘルスプロモーティング・スクール　国際基準策定プロジェクト

モーティング・スクールの枠組みに沿っ
た取り組みを進めていますが、教育省は
別の枠組みを採用しています。また教育
省は中央で管轄されているのに対し、保
健省は地方分権型です。中央において両
省庁での会合は持たれるものの、それは
不定期で、地方の現場においては、地方
分権化された保健省と中央管轄の教育省
という両者の協議には難しい部分があり
ます。
　最後はカンボジアです。カンボジアに
は、学校保健に関する国の政策はあるも
のの、国が定めた指導要領のようなガイ
ドラインはありません。学校に保健の専
門家がおらず、一般の教師が兼任で担っ
ているのが現状です。
　今回のワークショップは、アジアの知
見の集積にむけた第一歩です。各国の専
門家には帰国後も引き続き情報の収集に

早起き・朝ごはん運動」の表彰を行うな
ど、ユニークな取り組みが実施されてい
ます。養護教諭が常駐しているのも特徴
的です。仕組みがしっかりしているのは
促進要因でもある反面、融通が利かない
という点で阻害要因にもなり得ます。ま
た、校長先生が数年で交代する任期制度
は、持続性の面で課題と言えます。
　次は中国です。中国にも、学校保健に
関する国レベルでの政策やスタンダード
が存在します。しかし、すべての学校が
それをきちんと認識し、それに沿った学
校保健の取組みを実施しているかという
と、そういう訳ではありません。また、
例えばHIV予防、学校の安全、喫煙し
ないための対策など、個別の取組みは多
々あるのですが、すべてがバラバラに存
在している状態です。各学校には、健康
教育を専門に教えることができる学校保
健の専門教員がおらず、責任の所在
（Accountability）に問題があると言え
ます。また、身体的環境に重点がおかれ
ていて、心理社会的環境への配慮は遅れ
ています。
　続いてフィリピン。フィリピンで学校
保健のキープレイヤーとなるのは、保健
省（DOH）と教育省（DepEd）です。
DOHは、WHOの提唱するヘルスプロ

いが繰り広げられました。その一部を、
各グループの発表からご紹介します。
　トップバッターはラオスです。ラオス
には、学校保健に関する国の政策や法律、
ガイドラインが存在します。核となるの
は、個人の衛生とライフ・スキル、身体
的（Physical） 環 境、 心 理 社 会 的
（Psycho-social）環境、保健医療サービ
ス、栄養、学校とコミュニティの協働な
どの7項目です。またモニタリング・
評価のための基準として、保健省が日本
の JICAの協力を得て72項目におよぶ
チェックリストを作成、首都ビエンチャ
ンともう一つの地域において計72校で
その評価を実施したとの報告がありまし
た。 
　続いて日本です。日本には、WHOが
提唱するヘルスプロモーティング・スク
ールという枠組みでの学校保健の取組み
はなく、ヘルスプロモーティング・スク
ールという名前自体ほとんど浸透してい
ません。しかし、それよりもずっと以前
から、学校保健の取組みは活発に行われ
てきました。国の政策やガイドラインも
たくさん存在します。例えば、学校保健
安全法、学校教育法、学校給食法、健康
増進法、母子保健法、学習指導要領、保
育所保育指針などです。また、「早寝・

写真④ ラオス／タイグループ

写真③ 中国グループ 写真⑤ フィリピン／カンボジアグループ写真② 日本／韓国グループ
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　　　　　　　　　　　　　　　当日のプログラム（上）
午前中に行われたシンポジウムには、国内外から70名を超える参加者が集まりました。（下）

努めていただいており、今秋には第2
回目のワークショップの開催が企画され
ています。

国際基準の策定に向けて
今後の展望

　分野は問わず、グローバルな視点で事
業を発展させるためには、その道標とな
るべき「国際基準」が必要不可欠です。
例えば人道支援の現場では、難民キャン
プにおいて多数の死者を出した過去の反
省から、NGO団体や赤十字社等によって、
難民や被災者支援に際しての「最低基準」
が設けられたスフィア・プロジェクトが
有名です。このスフィア基準は、日本に
おいても、内閣府防災担当が『避難所運
営ガイドライン』の中で参考にすべき国
際ガイドラインとして紹介し、現在では
全国各地の運営ガイドラインに盛り込ま
れています。へルスプロモーティング・
スクールの国際基準も、同様に、いつの
日か世界中の国や地域で応用されること
が期待されます。ヘルスプロモーティン
グ・スクールの国際基準を策定するとい
うことは、2億3,000万人とも言われ
る世界中の学齢期児童・生徒の健康と教
育の促進に寄与し得る、とても意義深い
取り組みです。だからこそ、そのプロセ
スにおいて、持続可能な開発目標（SDGs）
が 掲 げ る 理 念「No one will be left 
behind（だれも取り残さない）」を忘れ
るわけにはいきません。英語圏やフラン
ス語圏では習得できないアジア地域の知
見を集約し、もっとも国際基準を必要と
している国や地域からの声をグローバル
な議論の場に反映させることが、より汎
用性に優れた国際基準や実施要綱の策定
を可能にすると信じています。
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WHOインターン報告 1

はじめに
　私と災害との出会いは、1995年の阪
神淡路大震災でした。この被災体験をき
っかけとして看護師となりました。そし
て現在、兵庫県立大学大学院看護学研究
科共同災害看護学専攻「災害看護グロー
バルリーダー養成プログラム（Disaster 
Nursing Global Leader Program; 
DNGL）」に所属しています。本プログ
ラムは、文部科学省博士課程教育リーデ
ィングプログラムに採択された国公私立
共同大学院（高知県立大学、兵庫県立大
学、東京医科歯科大学、千葉大学、日本
赤十字看護大学）であり、５年一貫制博
士課程です。各大学が強みを生かし、互
いに補完する独創的なプログラムです。
私が所属する兵庫県立大学は災害健康危
機管理におけるWHO協力センターで
もあります。在学中は国内外でのインタ
ーンシップが推奨されており、私は4
回生の時に、インド・ニューデリーにあ
る世界保健機関南東アジア地域事務局
（WHO Regional Offi  ce for South-East 
Asia; WHO/SEARO）の健康危機管理部
門（WHO Hea l t h  Emergenc i e s 
Programme; WHE）で経験しましたの
でここに報告いたします。

WHO/SEARO の
WHEについて
　WHO/SEAROのメンバー国は、バン
グラデシュ、ブータン、朝鮮民主主義人
民共和国、インド、インドネシア、モル
ディブ、ミャンマー、ネパール、スリラ
ンカ、タイ、東ティモールの11か国と

なっています。WHO/ SEAROには５つ
のプログラムがあり、私が配属されたの
は、その１つのWHE です。WHEには、
さらに、5 つのユニット Infectious 
Hazard Management、Country Health 
Em e r g e n c y  P r e p a r e d n e s s  & 
International Health Regulations(IHR)、
Health Emergency Information & Risk 
Assessment、Management  and 
A dm i n i s t r a t i o n、Em e r g e n c y 
Operationsが存在しています。

WHO/SEARO 地域における
災害について
　災害疫学研究センター（Centre for 
Research on the Epidemiology of 
Disasters; CRED）（2019）のデータに
よると、2014年から2018年に発生し
た災害における死亡者数は、WHO/
SEARO地域が最も多く、全体の30％を
占めていました。過去には、2004年ス
マトラ島沖地震や2015年ネパール地
震が発生しています。また、サイクロン
や洪水も発生する地域でもあります。加
えて、現在は、ロヒンギャ難民の問題を
抱えています。

インターンの主な仕事・
役割について
　私は、WHEの中でも、Emergency　
Operationsのメンバーとなりました。
現在発生しているロヒンギャ難民の支援
に 加 え、 今 後 の 災 害 に 備 え て
Emergency Medical Team等の訓練や
パートナーシップ等の会議といった様々
なタスクが、専門職スタッフ3名を中

心に割り振られ、コンサルタントや一般
職スタッフと協力しながら業務を行って
おりました。故に、インターンを受け入
れるのがなかなか難しい部署でもあると
言われていたので、本当に幸運だったと
感じました。
　私のインターンとしての主な役割は、
Emergency Operations に 限 ら ず、
WHE全体においても、看護職が不在で
あ る と い う こ と か ら、Health 
Emergencyの看護担当でした。具体的
な仕事として、まず初めに、南東アジア
地域の危機対応における看護の役割につ
いての文献検討を行いました。続いて、
メンバー国の看護職に直接インタビュー
またはアンケートによる調査を行いまし
た。加えて、WHOの西太平洋地域事務
所（WHO Regional Office for the 
Western Pacifi c; WPRO）とSEAROは、
Asia Pacific Emergency and Disaster 
Nursing Network(APEDNN) を支援し
ており、これらのネットワークを中心と
して、南東アジアにおけるパートナーシ
ップ強化に取り組みました。

学んだこと・
身についたこと
　私は、ナイチンゲールの活動に災害看
護の原点があると考えています。なぜな
ら、彼女は、クリミア戦争という人為災
害で傷病兵の収容環境の劣悪さに着目し、
死亡率を低下させました。彼女は傷病者
ケアに携わりながらその人の本来持って
いる生きる力を伸ばすとともに、データ
分析し、グラフ化し、国を動かしました。
　現在、各国ヘルスワーカーの50％は

WHO南東アジア地域事務所での
インターン報告

兵庫県立大学大学院　看護学研究科　共同災害看護学専攻災
害看護グローバルリーダー養成プログラム（DNGL）

稲垣真梨奈
阪神淡路大震災の被災経験をきっかけに看護の道を志す。
奈良県立医科大学卒業後、京都大学医学部附属病院勤務、
大学非常勤講師を経て現在に至る。
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看護職であるといわれており（WHO, 
2019）、ひとたび災害が発生すれば、健
康への被害を防ぐための看護職の支援活
動は大きく期待されています。しかし、
南東アジア地域の看護職は、依然として
災害支援に対する知識や技術の不安を感
じています（Usher et al., 2015）。また、
インターン中の調査において、緊急対応
における災害看護の文献は研究も含めて
少ないという事実が浮き彫りになりまし
た。そもそも、WHO/ SEAROのメンバ
ー国の多くは、慢性的な看護職人材不足
に見舞われており、人口1,000人あた
りの看護職数は3人を下回っています
（WHO, 2019）。これらのメンバー国に
おいて災害も考慮した平時からの看護教
育、ヘルスシステム、パートナーシップ
強化が重要であり、WHOの果たす役割
の大きさを再確認しました。

感想、印象に残ったこと
　インターン滞在中は、WHO/SEARO
のRegional Directorの 2期目の就任式
が開催され、全11メンバー国がテレビ
越しに参加していました。また、別の日
には、WHO全スタッフ会議が開催され、
テドロス事務局長ならびに各地域事務局

長（WPROからは葛西事務局長）が
WHOリフォームについて話されていま
した。世界中至るところに存在する
WHOのスタッフが、テレビ会議システ
ムを活用して一堂に会し、チームとして
一致団結する貴重な機会を拝見すること
ができたことはとても印象的でした。

これからWHOインターン
を希望する人へ一言
　防災、強靭な保健システム、高齢社会
等で世界をリードする日本からの貢献が
大いに期待されていると感じました。ア
ドバイスできるような立場ではありませ
んが、強いて言うなら、実務で使えるレ
ベルにまで英語は向上しておいて損はあ
りません。英語でレポートを書けるとい
うことはマストかと思います。また、頻

繁に略語や専門用語が使用されるので、
事前に学習しておくとよいでしょう。

おわりに
　最後に、現地で私を受け入れてくださ
ったWHO/ SEARO のWHE の皆様、
WHOをはじめとした国連日本人スタッ
フ皆様、現地の関係者各位、ならびに、
日本から快く送り出してくださった増野
園惠教授を始めとしたDNGLの教授陣、
（公社）日本WHO協会の皆様、その他
関係者の皆様に厚く御礼申し上げます。

スタッフとタージマハルへ旅行ヘルスエマージェンシーチーム
ミーティング

参考文献
CRED. (2019) EM-DAT The Emergency Events Database. [Cited 5 Mar 2019.]. Available from URL: https://www.emdat.be/
database
Usher, K. et al. (2015) Cross-sectional survey of the disaster preparedness of nurses across the Asia-Pacifi c region, Nursing 
and Health Sciences, 17,434-443
WHO. (2019) Global Health Observatory data repository: Density of nursing and midwifery personnel. [Cited 29 Mar 
2019.]. Available from URL: https://www.who.int/gho/health_workforce/nursing_midwifery_density/en/
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WHOインターン報告 2

配属先事務所・部所
　フィリピンはマニラに位置するWHO
西 太 平 洋 事 務 局（WPRO） の
In t e g r a t e d  S e r v i c e  D e l i v e r y , 
Department of Health System に配属
されました。本部署は医療人材、医療安
全、伝統医療などの医療サービスに係る
政策を担当しています。私は医療データ
ベース解析をもちいた看護人材に関する
調査に携わりたく、WHOの日本人オフ
ィサーの助言のもとで本部署への配属を
希望しました。

インターンの主な仕事
　WPRO側のスーパーバイザーと相談
のうえで、私の任務は「国際保健データ
ベースを用いて、質の高い医療人材への
アクセスを持たない世界人口の推計モデ
ルを構築する」ということに決まりまし
た。WHOインターンの業務は指導を受
けるスーパーバイザーによってその性質、
業務量が大きく異なるため、なるべく自
分の専門性やキャリアに沿った業務をさ
せて頂けるように、渡航前にはじっくり
と交渉した方が良いと思われます。

　以下が具体的な業務の手順です。
I.　既存の国際保健データベースのレビ
ューを行い、本研究に使えるデータベー
スを選定しました（「質の高い医療人材
へのアクセス」に関する質問を含んだデ
ータベースで、かつ世界全体から十分な
サンプルが確保できるもの）。
II.　推計モデルの構築のために、まず概
念モデルの構築を行いました。ここでは、

質の高い医療人材とは何か、どの医療サ
ービス分野か、どのように複数の指標を
統合するかなどの定義づけを行っていま
す。
III.　実際に国際保健データベースを解
析し、推計モデルの構築に必要な基礎デ
ータの整備を行いました。各国各年でデ
ータが異なるため（例えば、バングラデ
ィッシュだけでも2014年、2017年と
複数年分の異なるファイルがある等）、
ファイルをダウンロードしては解析し、
の繰り返しでした。合計75か国分の解
析を要したため、これだけで約1か月
もかかってしまいました。
IV.　基礎データをもとに、推計モデル
を構築しました。どのような統計手法を
用いるか、感度分析をどのように行うか
などの専門的な判断は修士1年生の私
だけでは限界があり、そのためWHO
ジュネーブ本部の統計官、および日本の
大学の生物統計学の教員に助言を求めつ
つ、モデル構築を行いました。
V.　推計モデルを構築し、最終産物とし
て「2030 年 時 点 に お い て、low 
income country全体では質の高い医療
人材にアクセスできない人口が～万人存
在する」という数値の提示を行いました。
VI.　インターンはその終了前にFinal 
Presentationとして所属部署および業
務に関連するプロフェッショナルスタッ
フに対する発表を行います。上記の推計
について発表し、最終的には学術論文と
して投稿することを勧めて頂き、帰国後
の現在もWPROのスタッフと連絡を取
りながら、論文投稿の準備をさせて頂い
ています。

学んだこと
　最も大きな学びは、WHOという世界
の保健政策をアドボケートする機関に身
を置き、ハイレベルの意思決定が行われ
る様子を垣間見られたことです。インタ
ーン前は、WHOのレポート等を見ても、
ただの書類上の文言としか捉えることが
できませんでした。しかし、WHOイン
ターンとして活動する上で、レポートの
中の一文が執筆される過程でどのように
担当官が議論を行い、政治的イシューが
考慮され、そしてその一文が政策場面で
インパクトを持ちうるかということを肌
感覚として知ることができたのは大きい
です。
　次に大きかったのは、人生で初めて英
語のみで長期間活動する機会を得たとい
うことです。日本においても留学生向け
の授業に参加したり、オンライン英会話
をしたりと、英語環境に触れることはあ
りましたが、業務において英語が求めら
れる環境に身を置いたのは初めてでした。
業務に支障がでないレベルでコミュニケ
ーションをとることはできたものの、統
計や疫学の専門的な話を英語で行う際に
は常に不全感が付きまとっており、英語
力不足を痛感しました。特に渡航7日
目までは「話すと英語力の低さがばれて
しまうから、なるべく黙っていよう」と
机の隅で縮こまっていました。しかし、
それを過ぎたところで「だめだこんなん
じゃ仕事にならない。私の英語は日本語
なまりがあるだけで、コミュニケーショ
ンは取れている。聞き取れなかったとし
ても、向こうが悪いんだ」と臆面もなく

WHO西太平洋事務所インターン報告
東京大学医学系研究科
公共健康医学専攻臨床疫学・経済学教室

廣瀬直紀
東京大学医学部健康総合科学科卒。農村部の病院にて看
護師として勤務後、大学院進学。医療大規模データベー
スを用いたヘルスサービスリサーチを学ぶ。
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開き直ることに成功しました。これが
WHOインターンにおける一つのブレイ
クスルーであったように思います。なお、
WHOは言わずもがなの国際機関であり、
そのスタッフは世界中から集まっていま
す。つまり、各国なまりの英語を聞き分
けねばならないということで、これは渡
航前には予想していなかった困難の一つ
でした。

印象に残ったこと
　スーパーバイザーの度量の大きさに感
動しました。私のスーパーバイザーは元
医師のインド人の方でしたが、私にはか
なりの自由を与えてくれていました。ス
ーパーバイザーによっては仕事の進捗や
会議の参加にその都度許可を求める方も
いらっしゃるようですが、私のスーパー
バイザーは基本的には「私の好きにして
いい」とおっしゃられ、面談も私が必要
とするときにいつでも声をかけていいと
いうスタイルにしてくださっていました。
推計モデルの構築に関しても、まず私が

自分自身で考え、それについてスーパー
バイザーがサポートする形でコメントす
るという方針で行ってくださり、常に私
をエンパワーしてくださっていたと思い
ます。インターン初日に「私にとって最
も大切なのは、君が成長することだ」と
おっしゃってくださった通りの関わりで
あり、このようなスーパーバイザーに巡
り合えたことに深く感謝しています。
　WHOインターンは修士以上の学生を
対象にしていたと思うのですが、「ある
程度具体的なスキルを身に着けてからイ
ンターンに臨んだ方が良い」と私は感じ
ています。私の場合は渡航前に統計ソフ
トを用いた医療データベースの研究論文
を学術誌に投稿させて頂いており、その
ことからスーパーバイザーが「データベ
ース研究に取り組ませてやっても良い」
と考えてくれていたように思います。
WHOでの業務はどれも刺激的なもので
したが、専門性の高い仕事の方がやりが
いもあり、また業務後に学術論文にさせ
て頂ける可能性もあがると個人的には思

いました。インターンに求められる能力
は部署、スーパーバイザーとのマッチン
グ次第だと思うのですが、統計解析スキ
ル（R、Stataなど）、システマティック
レビュー、メタ解析などのスキルがある
と、より専門的な業務を経験できるので
はないかと感じています。国際機関に就
職する道筋としては外務省の JPO制度
がメジャーですが、その他にもインター
ンとして業績を残し、コンサルタントと
して採用されるという道筋があるという
ことを知りました。この点でも、力を発
揮できる専門性を蓄えてからインターン
に参加するのが良いのではないかと考え
ております。

これからWHOインターン
を希望する人へ一言
　これまでパンフレットや論文の中の存
在でしかなかったWHOでインターン
として活動できたことで、世界中で展開
される保健政策が一気に身近に感じられ
るようになったと思っております。また、
日本の保健政策の外側に身を置いて、客
観的に捉えるというのも大変良い勉強に
なると思います。日本を3～6か月間
という長期間不在にすることの不安はあ
るかもしれませんが、それ以上の見返り
がある経験だと思いますので、ぜひご参
加をお勧め致します。

Final Presentationを終えた筆者（一番右）

インターン仲間との一枚
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活動概要
　長崎大学熱帯医学研究所ウイルス学分
野は1993年 11月 23日付けのWHO
西太平洋地域事務局（WPRO）局長San 
Tae Han博士（当時）のウイルス学分
野主任、五十嵐章教授（現名誉教授）宛
の書簡により、「熱帯性ウイルス病の資
料と研究のためのWHO協力センター」
に指定されました。その後、世界におけ
る数々の新興感染症の突発的流行を経て、
2006年2月3日付けの尾身茂局長（当
時）の書簡により 「熱帯性及び新興感染
症ウイルスのレファレンス及び研究のた
めのWHO協力センター」に 改称され
今日に至っています。
　同センターの業務内容としては，東南
アジアやアフリカのベトナム、フィジー、
フィリピン、ケニア、コンゴなど熱帯病、
新興感染症に苦しむ多数の開発途上国か
ら研修生を受け入れ感染症対策人材の育
成や，熱帯医学研究所の研究者をWHO

短期コンサルタント（専門家）として
WHOが主導する感染症対策や国際会議
に専門家として派遣して、世界の感染症
対策に貢献しています。

熱帯で蔓延する感染症の
研究・専門家育成
　21世紀の今日においてもなお、熱帯
地域に存在する複雑な自然・社会環境は
熱帯病をはじめとする錯綜した健康問題
を引き起こし続けています。長崎大学熱
帯医学研究所（写真❶）は、1942年に
設立され、本年で77周年をむかえまし
た。本研究所では、熱帯病の中でも最も
重要な領域を占める感染症を主とした疾
患と、これに随伴する健康に関する諸問
題を克服することを目指し、関連機関と
協力し、①熱帯病および国際保健におけ
る先導的研究、②研究成果の応用による
熱帯病の防圧ならびに健康増進への国際
貢献、③これらの分野に関わる研究者と
専門家の育成に関する活動を実施してお
ります。
　熱帯医学研究所・ウイルス学分野（写
真❷）では、熱帯地域で蔓延するデング
ウイルス、ジカウイルス、日本脳炎ウイ
ルス、ウェストナイルウイルス、などの
蚊媒介性ウイルスに加えて、重症熱性血
症減少症ウイルス (SFTS) やダニ媒介性
脳炎などのダニ節足動物で媒介するウイ
ルスなどの疫学、診断、予防、治療法に
関する研究を行っており、ベトナム、フ
ィリピン、ミャンマー、マレーシアなど

の東南アジア各国やアフリカ ケニアに
おける調査研究や国際科学技術協力を日
本医療研究開発機構（AMED）, 科学技
術振興機構（JST）及び 国際協力機構
(JICA) のプロジェクトなどを通じて実
施しています。そして、1993 年に
WHO協力センターに指定されてからは、
さらにアジア・アフリカ地域を中心とし
て現地専門家への調査研究の活動支援、
診断法の評価及び資料・技術提供、機関
の検査能力を強化するための専門家の育
成に関する活動を毎年実施しています。

ジカ熱流行時における
技術指導
　記憶に新しい所ですが、ジカ熱が
2015年には南米各地で大流行して、
2016年には東南アジアへと感染が拡大
しました。本WHO研究協力センター
はベトナムでの流行拡大に対応するため、
WHOの委嘱を受け、専門家をベトナム
に派遣しました。この一連の対応では、
ウイルス学分野のMOI MENG LING准
教授は長崎大学ベトナム研究拠点（ハノ
イ）在住の長谷部太拠点長（教授）と共
に、WHOのチームに合流して、2016
年にベトナム国立衛生疫学研究所
(NIHE) やWHO西太平洋地域事務局の
専門家と協力し、対策に必要とされるジ
カ熱の実験室診断の技術指導をハノイで
実施しました（写真❸、❹）。この調査
では272名のジカ熱患者が確認されま
した。また、翌年の2017年にはホー

WHO協力センター報告1

長崎大学医学部
～熱帯病・新興感染症の克服を目指して～

写真❶　熱帯医学研究所前景

長崎大学熱帯医学研究所・ウイルス学分野教授、
WHO研究協力センター　センター長

森田公一
1981年、長崎大学医学部卒業。長崎大学講師、WHO
西太平洋地域事務局感染症対策課長を経て2001年より
現職。専門は熱帯性ウイルス感染症。

長崎大学熱帯医学研究所・ウイルス学分野准教授
WHO研究協力センター　副センター長

MOI MENG LING
2010年、筑波大学大学院修了。国立感染研厚労技官を経て、
2015年より現職。専門は蚊媒介性ウイルス感染症。日本
ウイルス学会杉浦奨励賞受賞。
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チミン市Pasteur Institute およびニャ
チャンPasteur Institute のスタッフを
対象としたジカ熱のWHO主催の血清
診断講習会を行うなど、ベトナム国の主
要な衛生疫学研究所に対する診断技術の
サポートを継続して実施し調査体制が強
化されています（写真❺）。これらの一
連の活動において、アジア初めてのジカ
熱小頭症症例が発見され、ジカ熱対策の
重要性が再確認されています（写真❻）。

感染症拡大を防ぐ
更なる取り組み
　熱帯ウイルス感染症が亜熱帯地域への
拡大がみられる中、当WHO研究協力

センターは感染拡大の防止へのWHO
の国際的な他の取組にも参加しています。
2015 年 か ら は WHO International 
Standard for Chikungunya Virus NAT 
testやWHO International PTP for the 
detection of arboviruses by PCR など
の実験室診断強化プログラムにも参画し、
診断技術の向上および世界の機関ラボラ
トリーネットワークの強化を通して、感
染症対策に資する活動を進めているとこ
ろです。

その他、熱帯医学研究所
から社会への情報発信活動
　熱帯医学研究所では情報発信活動とし

て、熱帯医学ミュージアムを開設してい
ます。熱帯病の概説パネル、顕微鏡病原
体映像、標本、模型等を一般向けに展示
・解説しています。また国内外の貴重な
標本や資料の収集保存、情報提供を行っ
ています。毎年、多くの市民、修学旅行
生などが見学に訪れていますが、近年は
海外からの旅行者の見学もあり多言語対
応となっていますので是非ご訪問くださ
い（http://www.tm.nagasaki-u.ac.jp/
nekken/facility/museum.html）。さら
に、社会人教育として熱帯医学研修課程
（3ヶ月）を国内外から多くの参加者を
集めて毎年開催しています。（http://
www.tm.nagasaki-u.ac.jp/3months）

❷研究室スタッフ、学生（2018年12月）❸ハノイ
NIHEで開催されたジカ熱実験室診断講習会（2016
年8月）❹ハノイNIHEで開催させたジカ熱実験室
診断講習会、実験室内の様子（2016年8月）❺小
頭症症例が発生したベトナムDak Lak州での疫学調
査（2017年10月）❻ベトナムで初めて確認され
たジカウイルス感染による小頭症例　(Lancet Inf. 
2017)

❷❸

❹

❺

❻
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WHO協力センター報告2

兵庫県立大学地域ケア開発研究所
～災害時にも人々が健康を保ち、安心して
暮せる社会を目指した看護の挑戦～

兵庫県立大学
地域ケア開発研究所の概要
　兵庫県立大学地域ケア開発研究所は、
地域の特性にあわせた看護ケア方略・シ
ステムの構築・開発に関する研究を通し
て、人々の命と暮らしを支援し、看護学
の発展に寄与することを目的に、2004
年国内初の看護学の実践研究所として開
設されました。「地域ケア実践研究部門」
「広域ケア開発研究部門」「周産期ケア開
発研究部門」の3部門からなり、健康
教育及び健康情報の発信基地、国内外の
災害や国際援助に関わる研究やネットワ
ークの拠点として活動しています。

WHO協力センター認証に
至る背景
　当研究所では周産期から高齢者まで、
地域で生活する人々の健康課題に取り組

んでいますが、中でも「災害看護」は部
門を横断し中心的テーマとして研究所の
スタッフが一丸となって取り組んでいま
す。これは、当研究所設立の背景に、
1995年に発生した阪神・淡路大震災の
経験が大きく関わっているからです。
　阪神・淡路大震災は、日本の災害対応
においてさまざまな分野で転機となりま
したが、看護学分野においても例外では
ありません。阪神・淡路大震災以前は、
災害看護学は確立されていなかったとい
っても過言ではなく、看護の主眼は発災
直後の医療救援に置かれていました。し
かし、阪神・淡路大震災では非常に多く
の被災者が長期間の避難生活を余儀なく
され、避難所や仮設住宅での生活と健康
の問題や災害体験による心的外傷後スト
レス障害を含むこころのケアに注目が集
まりました。また、保健師を中心とした
公衆衛生活動の重要性も認識されるなど、
災害看護の新たな展開がありました。
　阪神・淡路大震災の被災地にあった兵
庫県立看護大学（2004年から兵庫県立
大学看護部）は、発災直後からボランテ
ィア看護職の活動支援、被災者支援に取
り組み、復旧・復興期においても被災者
・被災地域の健康支援を長期にわたって
行いました。この経験が災害看護に関す
る研究の推進と災害看護学の確立へと動

き始めました。当時は、世界的にもこの
分野の研究者は少なく、包括的に災害看
護研究に取り組む教育研究機関はほとん
ど存在しなかったため、この活動は世界
的にも関心を集めることとなり、災害看
護学分野での世界的研究拠点構築へと至
りました。その後、災害看護に関する取
り組みは、2004年の地域ケア開発研究
所開設に伴い、研究所へと引き継がれて
います。

WHO協力センターとして
の役割と活動
　本研究所は、2007年に『災害と健康
危機管理に関するWHO看護協力セン
ター（WHO Collaborating Centre for 
Nursing in Disasters and Health 
Emergency Management）』として認
証を受けました。災害看護に関する研究
の推進、災害や健康危機の状況に対する
看護の役割や基本的能力の明確化、災害
看護人材の育成や専門職ネットワークの
構築強化を主な役割として活動を行なっ
てきました。2度の再認証を経て、3度
目の再認証となった2017年には、公
衆衛生にも視点を広げ、『健康危機管理
WHO 協 力 セ ン タ ー（WHO 
Collaborating Centre for Disaster Risk 
Management for Health）』と改称しま

兵庫県立大学地域ケア開発研究所 所長
災害健康危機管理WHO協力センター センター長

増野園惠
病院勤務（看護師）を経て、大学で学部・大学院教育に
従事。国内外被災地での支援ニーズ調査、被災者支援に
参加。現在は研究所と大学院教育を兼務。

兵庫県立大学地域ケア開発研究所の外観
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開講座を開催しています。（写真1）
　災害看護に関するネットワークとして
は、世界災害看護学会の設立による学術
的なネットワーク、看護領域のWHOCC
の連携を基盤とした機関ネットワークお
よび専門家ネットワークなどがあります。
中 で も The Asia-Pacifi c Emergency 
and Disaster Nursing Network は、
2007年にWHO西太平洋地域事務局と
南東アジア地域事務局との協力により、
WHO看護協力センターを中心に災害看
護に関わる専門家が加わり設立されまし
た。看護職間の連携と協力を強化し、世
界でも自然災害が多いアジア太平洋地域
全体で災害対応に関わる看護職の能力向
上を目指し、研究・教育・実践に活用で
きる基準やガイドライン、教育プログラ
ム等の作成に取り組んでいます。ネット
ワークを通じて、災害看護教育に関する
情報提供やコンサルテーション依頼があ
り、毎年さまざまな国からの訪問者を受
け入れています。（写真2、3）
　WHO協力センターとして4期目とな
る現在、研究所では新たな活動を始めて
います。とりわけ着目しているのは、災
害時に被災者の健康支援に携わる人々の

した。今後は、災害健康危機管理に関わ
る公衆衛生活動従事者の能力開発と災害
発生時に対応する人材の心理社会面の健
康維持に関する支援が期待されています。
　2007年からの10年間では、①災害
看護の基本的能力『災害看護コア・コン
ピテンシー』の明確化、②災害看護活動
マニュアルと災害時要配慮者へのケアに
関するガイドラインの作成、③災害看護
に関する国際ネットワークの構築と強化
を行いました。これらの成果は、研究所
で実施する教育・研修や研究、国際交流
活動の基盤となっています。
　『災害看護コア・コンピテンシー』は、
看護基礎教育修了時に獲得すべき災害看
護に関する基礎能力を構造化したもので
す。 こ れ は、 国 際 看 護 師 協 会
（International Council of Nurses: 
ICN）とWHOが『ICN Framework of 
Disaster Nursing Competencies』（ 全
ての看護職が身につける必要がある災害
看護に関する能力枠組み）を作成する際
の参考となりました。研究所では、コン
ピテンシーと災害看護活動マニュアル・
ケアガイドラインを元に看護職向けの災
害看護研修プログラムを作成し、毎年公

心身の健康の維持と強化です。災害時に
被災者への支援を効果的に行うには、支
援者自身の健康が守られることが重要で
す。災害時に被災者の支援にあたる保健
医療職の惨事ストレス、心身の健康への
影響やその対応については関心が高まっ
ているものの、十分に知見が整理されて
おらず、対策も進んでいません。これは
国際的にも同様であることから、WHO
と協働して、災害時に被災者支援にあた
る保健医療職等が、健康を保ちながら支
援活動に従事できるよう、支援活動前の
準備から活動中及び活動後のフォローア
ップを含めた指針等の作成と研修プログ
ラムの開発に取り組むこととなりました。

おわりに
　災害が発生すると多くの人々の命と健
康が脅かされます。災害の発生を０にす
ることはできませんが、その影響を小さ
くすることはできます。災害時にも人々
が健康を保ち安心して生活できる社会を
目指して看護学の実践研究所として引き
続き活動して参ります。ご支援のほどよ
ろしくお願いいたします。

❶海外の防災担当者への研修の一コマ
❷第3回WHOCC ForumでWPROのWHO看護協力センターのメンバーと（中央はMargaret Chan氏）
❸マレーシアのMalaya大学の看護教員の訪問を受けて

❶

❷ ❸

WHO Association of Japan2019.Summer 21



国立保健医療科学院の概要
　国立保健医療科学院（以下、科学院、
National Institute of Public Health）は、
厚生労働省下の試験研究機関です。
2002 年に、旧国立公衆衛生院、旧国立
医療・病院管理研究所の組織と国立感染
症研究所の口腔科学部が統合され、新た
な機関として埼玉県に設置され（写真❶）、
現在、7 統括研究官、6 研究部、2研究
センターで構成されています。
　保健、医療、福祉及び生活環境に関す
る厚生労働行政施策の推進のため、地方
自治体職員の人材育成及び調査研究を行
っています。これら人材育成と研究を通
じて公衆衛生の向上に寄与することが科
学院の使命です。
　科学院には、①WHO Collaborating 
Centre for Integrated People-Centred 
Service Delivery（国際協力研究部）、②

WHO Col laborat ing  Centre  for 
Communi ty  Water  Supp ly  and 
Sanitation（生活環境研究部　水管理研
究 領 域 ）、 ③ WHO Collaborating 
Centre on Tobacco Test ing and 
Research（生活環境研究部　衛生環境
管 理 研 究 領 域 ）、 ④ Collaborating 
Centre for the WHO-FIC（研究情報支
援研究センター）の4つのWHO協力
センター（以下、WHOCC）とWHO 
Reference Library（総務部総務課図書
館サービス室）があります。

病院管理やNCD対策研修
を通じた国際協力
　人々中心の保健医療サービスの提供に
関するWHOCCで、旧国立医療・病院
管理研究所時代から活動を続けています。
2014年度から毎年、WHO西太平洋地
域事務局（以下、WPRO）と共催で、
カンボジア、ラオス、ベトナム、モンゴ
ル等の病院幹部等を対象としたHospital 
Q u a l i t y  a n d  P a t i e n t  S a f e t y 
Management Courseを実施しています
（写真❷）。これは病院管理や患者安全を
中心とした研修で、国内外のWHOCC
の協力を得て実施しています。
　また、Non-Communicable Diseases
（非感染性疾患、生活習慣病、以下
NCD）対策の分野でも、WPROと共催で、

域内の政策担当者等を対象とした
Regional Workshop on Strengthening 
Leadership and Advocacy for the 
P r e v e n t i o n  a n d  C o n t r o l  o f 
Noncommunicable Diseases (LeAd-
NCD)を実施しています。これはリーダ
ーシップとアドボカシーを中心に、参加
者がNCD対策を自ら体験するユニーク
なワークショップです（写真❸）。

水や衛生の
諸問題解決に向けて
　1986年に旧国立公衆衛生院衛生工学
部が指定を受けて以来、30年以上にわ
たり活動を続けています。当センターは、
飲料水および衛生に関する諸問題の解決
を目的として、研究の実施、技術的・科
学的な知見の収集と意見交換、アジア・
西太平洋地域の各知見の普及啓発と教育
訓練を行っています。
　WHO本部の水・衛生・健康ユニット
と連携し、WHO飲料水水質ガイドライ
ン改正や報告書の作成にも参画し、「飲
料水における放射性物質の管理」ガイダ
ンス（2018年）の作成に大きく貢献し
ました。WHO及び国際水協会と共同で
水道施設運用管理ネットワークを運営し、
適切な運用管理の推進に関する国際ワー
クショップ等を開催しています。また、
教育訓練ではJICA課題別研修「上水道

WHO協力センター報告3

国立保健医療科学院
～保健医療、水、たばこ、統計における人材育成と調査研究～

写真❶　国立保健医療科学院の外観

国立保健医療科学院　次長

曽根智史
86年産業医大卒。同公衆衛生学助手・講師から97年旧
国立公衆衛生院。国立保健医療科学院にて公衆衛生政策
部長、国際協力研究部長等を経て15年より次長。

❶

筆頭著者プロフィール

共著者
島崎大、稲葉洋平、水島洋
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施設技術総合」の一部を担当し、各国の
研修生を対象に、WHOが推進する水安
全計画に関する講義・演習や科学院の浄
水処理実験プラント施設見学（写真❹）
等を実施しました。

加熱式たばこ等の分析
　2005年に発行された「たばこの規制
に関する世界保健機関枠組条約」第9、
10条に基づきたばこ製品の化学分析に
関する活動（図1）や、「WHOたばこ
研 究 室 ネ ッ ト ワ ー ク（WHO 
TobLabNet）」の一員として、たばこ製
品の分析法の開発・標準作業手順書の作
成を行っています。2018年度には、科
学院で開発した分析法をもとにWHO 
TobLabNet SOP 8 and 9「紙巻たばこ
主流煙の揮発性有機化合物、カルボニル

類の分析手順書」が発行されました。　
　現在では、「加熱式たばこ」分析法の
開発を行っています。加熱式たばこは、
たばこ葉を専用の携帯型加熱装置で
240-350℃で加熱し、喫煙する新型た
ばこです。わが国では急速に普及してい
るものの、その有害性については未知の
部分が多いため、WHO TobLabNet と
共同で、これまで開発した分析法をもと
に加熱式たばこ分析法を開発し、その成
果を論文等で情報発信しています。

国際分類の
開発と普及に向けた支援
　本センターは、厚生労働省大臣官房統
計情報部企画課国際分類情報管理室、国
立保健医療科学院、国立がん研究センタ
ーがん対策情報センター、日本病院会日
本診療情報管理学会、日本東洋医学サミ
ット会議、国立障害者リハビリテーショ
ンセンター、国立国際医療研究センター、
国立成育医療研究センターの8機関の
統合体の体制となっており、厚生労働省
国際分類情報管理室長がセンター長を担
っています。主な役割は、①WHO-FIC
の開発、整備、改訂に関するWHO支援、
②WHO-FIC協力センターネットワーク
会議の各委員会、検討グループ活動への
参画、③各地域の分類利用者とのネット
ワーク形成、支援、情報提供、④各分類

の普及・教育ツール開発及び翻訳、⑤
WHO-FIC の質担保の支援、WHO-FIC
の導入と水準の質改善です。
　科学院では、ICD-11のフィールドト
ライアルを実施し、そのデータ解析を行
うとともに、雑誌、ウェブ等で ICD-11
に関する情報提供を行っています。また、
ICFの統計的利用に関する課題の特定及
び情報共有も行っています。ICD-10か
ら ICD-11への改訂関連に関しては、
https://icd.niph.go.jp/ をご参照くださ
い。

健康に関する質問への回答
　各国に1か所ずつWHOから指定を
受けた図書館で、研究者のみならず一般
からもWHOや健康に関する質問を受
けて回答する機能を持っています。

　以上のように、科学院では、国の試験
研究機関として、保健医療、水、たばこ、
統計の幅広い分野で、人材育成や調査研
究を軸とし、高い専門性でWHOと連
携協力を行っています。これも、全国の
自治体の研修や国内政策に関する研究等
の確固たる基盤があるからこそだと考え
ます。科学院にとって国内業務と国際業
務はいわば車の両輪です。科学院の特長
を生かしつつWHOCCとしての責務を
果たしていきたいと考えています。

図1　加熱式たばこ主流煙捕集装置

❹

写真❸　市民と一緒にエクササイズ
写真❷　チームワーク演習
写真❹　科学院の浄水処理実験プラント見学

❷

❸
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WHO職員お仕事日記

国際保健、公衆衛生の醍醐味 ～ラオスの現場から～
WHOラオス国事務所 母子保健担当医官

窪田祥吾
小児科医。高校でタイ留学、出家。米国Wesleyan大学宗
教学部（仏教人類学）卒業後、金沢大学医学部卒業。聖路
加国際病院、日本赤十字医療センター、熊本赤十字病院、
JICA専門家等を経て現職

WHO
ラオス国事務所の仕事
　臨床をしている頃は「医者です」と言
えば、白衣に聴診器を想像してもらえ、
それ以上の説明は求められませんでした。
さらに「小児科です」と言えば、自動的
に「お口アーン」をしてもらえました。
今の仕事はどうでしょうか。世界保健機
関 (WHO)と大層な名を掲げ、「国際保健、
公衆衛生をやっています」と言っても、
聴診器に代わるシンボルはありません。
　私は現在、WHOラオス国事務所で母
子保健チームの責任者をしています。臨
床と違い直接患者さんを診ることはなく、
出張でフィールドに出ている時以外は、
1日の大半を椅子に座ってコンピュータ
と睨めっこしているか、会議に出て過ご
しています。それでも根本的なところで
臨床医と共通しています。それは人の命
を救うこと、人がよりよく、より健康的
に生きることを目的としている所です。
すると、次のような質問が純粋な疑問も
しくは嫌味として飛んできそうです。「椅
子に座って、会議に出て、本当に人の命
を救えるのですか？」。答えはノーです。
椅子に座って会議で偉そうなことを言っ
てみても、子ども一人救えません。それ
でも胸を張って大切な仕事をしていると
言えるのは、前線で人命を救っている医
療者をサポートすることで、間接的に人
の役に立っているという自負があるから
です。サポートとは主に、医療者や公衆
衛生に携わる人々がするべきことを同定
することと、そのために必要な環境作り
と言えます。

妊産婦と
小児死亡削減のための対策
　ラオスは、ほぼ日本の本州と同じ大き
さで、その人口は約700万人と、私が
生まれ育った大阪府の人口を少し下回る
大きさです。そのラオスは、周りの東南
アジア諸国と比べても、妊産婦や小児の
死亡率がとても高く、毎日1人の妊産
婦と20人を超える5歳未満の子どもた
ちが、多くは基本的な予防と治療で防ぐ
ことの出来る理由で命を落としています。
例えば、ラオスにおいて妊産婦死亡の最
大の原因であるのが産後出血です。子ど
もが産まれた後に、本来収縮するはずの
子宮の収縮不全などが原因で、多量に出
血を起こし、すぐに適切な治療が行われ
ない場合、出血多量で命を落とすことが
あります。そこで私たちは、産後出血や
それによる死亡を削減するために有効だ
と分かっている予防や治療方法を、ラオ
スの現実に照らし合わせてガイドライン
としてまとめ、そのガイドラインを基に、
県や郡病院の医療者のトレーニングを行
います（写真①）。さて、これでガイド
ラインに沿った標準的な医療行為が施さ
れるでしょうか。数ヶ月してからその病
院を訪問してみると、トレーニング通り
に実施されていないことが多々あります。
理由は、「トレーニングをした人が他の
病院へ移動した」、「薬がない」、「輸血の
ための血が足りない」、「搬送が間に合わ
なかった」など、色々聞こえてきます。
これらはどれも医師や助産師など臨床家
のみでは、どうにも解決出来ない保健シ
ステムの問題です。こういった環境整備

のために、私たちは病院長や県や郡の保
健局長などのサポートも行います。中に
は県や郡内では解決出来ない中央保健省
の政策に関する課題もあります。例えば、
産後出血を予防するために、出産直後に
子宮の収縮を促すオキシトシンという薬
を予防的に打つことが推奨されています
が、そもそも産科医や助産師もしくは分
娩介助の訓練を受けている医療者が出産
に付き添わなくては、薬を打つことは出
来ません。介助分娩率を上げるためには、
病院内の医療の質改善の他にも、例えば
誰もが医療を受けられるように医療保険
を充実させる、病院までの交通費補填の
制度化を行うといったことが必要です。
こういった現場の懸念を中央保健省に持
ち帰り、政策に反映させるといったこと
も、私たちの仕事の１つです。①診療ガ
イドライン策定やトレーニングなど医療
的・技術的な支援、②それを可能にする
ために必要な保健人材、医薬品、患者搬
送体制などを整える保健システム強化、
③更にそれらをサポートするための医療
政策に関する助言。こうしたことをコン
ピュータに向かって考え、会議に出て話
しあっています。いや正確には、こうい
った仕事をラオスの保健省が出来るよう

① 緊急産科ケア・トレーニングの一室
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③ 自分たちで集めたデータを基に
改善された医療の質に喜ぶ職員

② ユーファイができる郡病院にサポートすることが、私たちWHO
の仕事と言えます。

ラオスにおける
Respectful Care
　WHOでの仕事を通じて、更にもう１
つ自分が担える大切な役割があることを
学びました。それは、そもそもなぜ、技
術面のサポートや保健システムの強化、
それらを支える医療政策などを行なって
いるのか、という問いに関係しています。
また、医療・保健の根本的な目的でもあ
る「より健康的に、よりよく生きる」と
はどういう意味か、といった問いにも繋
がります。ラオスという国がどこを目指
しているのか。そこに生きる個々人が何
を求めているのか。それらに対して医療
・保健は何を提供出来るのか。ラオスに
おける母子保健分野で去年から挙がって
いる話題を例に挙げてみます。
　2015年にWHOが「施設分娩中の軽
蔑と虐待の予防と撲滅」の声明を出しま
した。 その中で “Respectful Care”（尊
重されたケア）ということが言われてい
ます。このRespectful Careの普及をラ
オスでも目指そうという話が出ました。
まずみんなから疑問が出たのは、「なん
となく分かるが、具体的にどういうケア
を意味するのか」ということです。私の
応えは、「それに対する『答え』はあり
ません」でした。それは個々人がどうい
ったケアを求めるかに依るもので、個々
人によって答えが異なるでしょう。プラ
イバシーを重視する人もいれば、お産の
全過程を家族と一緒に過ごしたい人もい
ます。近代的で清潔な施設を重視する人
もいれば、お母さんと赤ちゃんを焚き火
に翳す「ユーファイ」と言われるお産後
の風習が守れる環境を重視する人もいま
す（写真②）。では、個々人を尊重した
ケアを提供するために、中央で公衆衛生
に携わる人間が出来ることは何でしょう
か。ラオスの中央保健省がはじめた試み
は、例えば、患者意見箱を設置するなど
医療施設認定の基準に患者満足向上の視
点を導入すること、出産後のお母さんに

インタビューするなど医療の質評価に利
用者の視点を反映させること、一方的な
健康教育ではなく、個々のニーズを聞き
出して対応できるようなカウンセリング
をトレーニングに組み込むことなどです。
こうした政策策定の過程で、そもそも誰
のための、何のための保健制度強化や医
療政策なのかという視点が議論され、研
ぎ澄まされ、共有されていきます。

公衆衛生に携わる医師の
ジレンマ
　更にこの問いは、サービス提供側であ
る臨床家や公衆衛生に関わる人間にも向
けられます。臨床家にとって自分が人の
役に立てているかは、痛みがとれた、熱
が下がった、歩けるようになった、癌が
なくなったなど、比較的分かりやすいも
のです。自分が救った人の数も、ほぼ数
えることが出来るでしょう。公衆衛生は
中々そうはいきません。会議室で話し合
った結果、何人の人が救われたのか。コ
ンピュータと睨めっこすることで、亡く
なっていく命に何が出来るのか。私自身、
臨床から公衆衛生に身を移した際にジレ
ンマを感じたのが、まさしくこうした自
分が目的としていること、価値を置いて
いることに向かって、どれだけの成果が
出ているかが見えにくいということでし
た。私の周りで公衆衛生に関わる人々も
また、自分達の決断、行為が人々にどの
ような影響を及ぼしているかを、臨床家
ほど直に感じることがなく、それが場合
によっては、仕事に対する動機や態度に
も影響しているように感じます。特にラ
オスのように活動資金の多くを外部から

の支援団体に頼る国では、自分たちの優
先順位に従った活動というより、「そこ
にお金が付いたからやる」といったこと
も多々あります。

公衆衛生の意義と醍醐味
　近年私たちは保健省と共に国内17の
全県病院を定期的に訪問し、医療の質を
評価、それを元に各病院で改善すべき点
を同定し、次年度の計画に反映させると
いった医療の質改善の制度を強化してき
ました。2、3年繰り返されてくると、
改善した点と以前と変わらぬ課題がはっ
きりと見えてきます。こうした自分達の
介入の成果を継時的に追って制度化する
ことは、まさしくラオスにおいて公衆衛
生に関わる個々人が「何のための医療・
保健か」という問いに対する答えを探し
ていく過程になっており、私たちの仕事
が、公衆衛生やそれに関わる人々の意義
を定義付ける一端を担っていることを実
感しています（写真③）。
　先に公衆衛生は人の健康を目指す所に
臨床と共通点があると言いました。一国
の公衆衛生に関わる者には、もう１つ臨
床家と共通点があります。西洋医学の父
William Oslerは、医療とはサイエンス
に支えられたアートであると言っていま
す。医学という科学的専門知識を身につ
けた上で、その知識を目の前の患者の生
き方や価値観にどう適応しようとするか
こそが、臨床家に求められた技能でしょ
う。公衆衛生もまた、その国を構成する
人々の生き方や価値観に沿った保健のあ
り方を探り求めるところに、その醍醐味
を感じます。
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WHOニュース 2月

２０２０年を「看護師と助
産師の年」に指定へ
　WHO執行理事会は、ナイチンゲール生
誕200年を記念し、2020年を「看護師と
助産師の年」とする提案を、5月の第72回
世界保健総会へ提出することにしました。
UHC達成に向けての看護師と助産師の役
割は大きく、2018年からNursing Now!
キャンペーンを実施しており、2020年に
は世界看護師報告書の発行を予定してい
ます。

がん性 痛に関する新しい
ガイダンス
　がんは疾病と死亡の大きな割合を占め
ています。2018年には1,810万人のがん
患者が新規に発症し、960万人が死亡し
ました。治療を受けている患者の55％、
進行及び末期がん患者の66％が 痛を経
験しており、 痛管理はがん治療の重要
な領域となっています。WHOのガイドラ
インには以下のことが含まれています。
･ 鎮痛薬の選択
･ 補助薬の使用
･ 骨転移からの痛みを治療するための特
定技術

WHO、子宮頸がんの撲滅
を呼びかけ
　「いまや子宮頸がんを撲滅するとき‐行
動を起こさなければ2040年までに死亡
者は50% 増加するだろう」---WHOは世
界的な公衆衛生問題として子宮頸がんの
撲滅に取組んでいます。子宮頸がんは予
防可能、治療可能でそれを撲滅する時が
きました。毎年30万人を超える女性が子
宮頸がんで死亡しており、女性の健康に
とって最大の脅威のひとつです。WHOは、
子宮頸がんの撲滅に向けて予防接種やス
クリーニング等の緊急の行動の必要性を
呼びかけています。

若者の聴力障害を予防する
ための国際規格発行
　12～35歳の人々の50％近く、すなわ
ち11億人の若者が、パーソナルオーディ
オ機器を通じた大音量の音楽を長時間聴
くことによる聴覚障害のリスクに曝され
ています。国際耳の日 (3月3日)に先立ち、
WHOとITU (国際電気通信連合) は聴覚
障害予防のため、スマートフォンなどを
含む機器の製造と使用に関する新しい国
際規格を発行しました。

食品安全の改善に向けた国
際的取組み 
　AU (アフリカ連合) の主催による第1回
国際食品安全会議がアジスアベバで開催
されました。約130か国の代表と、WHO、
FAO (国連食料農業機関)、WTO (世界貿
易機関)などが参加し、持続的開発に向け
た食品安全の改善について今まで以上の
国際協力が必要であるとの議論が行われ
ました。

ソウルに「環境と健康」に
関する新規のアジア太平洋
センターを開設へ
　西太平洋地域での環境と健康に関する
取組みを強化するため、1月15日にWHO
西太平洋事務局長、韓国環境大臣、ソウル
市長の三者が調印し、センターの設立に
合意しました。
センターではSDGsに沿って以下の3領域
を強化するとしています。
1 ) 越境大気汚染とエネルギー及び健康
影響について
2 ) 島嶼国など、気候変動に脆弱な国々に
おけるしっかりとした健康システム構築
3 ) 安全な水と衛生について

2
Feburary
月
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世界保健デー (4 月 7日 ) 
のテーマは、ユニバーサル
･ヘルス ･カバレッジ
　今年の世界保健デーのテーマは、昨年
に引き続きUniversal health coverage 
(UHC) です。UHCはWHOにとって最大
の目標です。世界のすべての地域や国で
進歩がみられますが、まだ数百万人もの
人びとがヘルスケアの恩恵を全く受ける
ことができていません。
※日本語テーマ（厚生労働省）：「ユニバー
サル・ヘルス・カバレッジ:誰もがどこで
も保健医療を受けられる社会に」

マイセトーマに関する
国際会議
　スーダンにおけるマイセトーマに関す
る第6回国際会議では、国際社会が多国間
の組織、パートナー、研究所、製薬企業な
どと協働し、この悲惨な結末をもたらす
疾病に対して行動を起こすよう要請しま
した。マイセトーマは顧みられない熱帯
病の一つで、貧困で農村部の人々の間に
流行しています。慢性的、進展性に組織を
破壊していく深刻な炎症性疾患であり、
　患部としては足に多く見られます。

2016 年の世界の医療費急
増、GDPの 10％に
　WHOは、2016年の世界の医療費が他
のどの分野より急増し、約７兆5000億ド
ル、世界のGDPの10％に相当すると発表
しました。また、全ての国で医療福祉分野
の人手不足が見られると指摘しています。
各国の医療費のうち政府支出は51％、35
％以上が個人の自己負担になっており、
その結果1億人が極端な貧困に陥ってい
るとしています。

ＷＨＯ，先天梅毒に関する
新しい推計を発表
　新たな推計によると、2016年の先天梅
毒の症例数が約661,000人で、20万件以
上の死産と新生児死亡があったとしてい
ます。梅毒は世界で最も一般的な性感染
症のひとつで、毎年約600万人が新たに
感染しています。感染した妊婦が早期に
治療を受けなければ胎児に感染します。
これを先天梅毒と言い、しばしば死亡に
繋がります。先天梅毒は予防可能な死産
の原因としてマラリアに次ぐ2番目の原
因となっています。

本ニュースは毎月配信するメール
マガジンに掲載した記事を、イン
デックスとしてご利用いただける
よう再掲載したものです。QRコー
ドを利用して、日本WHO協会のホ
ームページ経由で、ニュースリリ
ース、声明、メディア向けノートな
どの原文にアクセスできます。
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WHO協会ニュース 3月

国際保健規則に基づく第
20回緊急委員会
　委員会では野生株ポリオウイルス ( 
WPV1 ) とワクチン由来ポリオウイルス ( 
cVDPV ) に関するデータを検討し、ポリ
オウイルスが依然として国際的に懸念さ
れる緊急事態 ( PHEIC：Public health 
emergency of international concerns ) 
であることを全会一致で確認しました。
該当国に対しては、撲滅に向けて予防接
種の強化等の政府の関与を求めています。

WHO、広範な組織改革を
発表
　WHOは、世界の公衆衛生を率いていく
組織の役割をより効果的かつ効率的に果
たすために、これまでにない全面的な組
織改革を発表しました。今回の変更は、今
後5年間の戦略計画の中心となる野心的
な「3つの10億」達成のために各国を支援
することを目的としています。10憶人が
UHCの恩恵を受け、10憶人が健康の緊急
事態から護られ、そして10憶人がより良
い健康と福祉を教授できることです。主
な変更は以下の通りです。

･ 本部、地域事務局、国事務所の作業を整
合させ、重複や断片化を排除
･ WHOの規範的、標準的な業務を強化
･ デジタル部門を新設し、AI等への取組
みを強化
･ 各国との戦略的政策対話能力の強化の
ためにデータ収集、分析等を強化
･ WHOアカデミーの新設などによる職員
や公衆衛生専門家への学習機会の提供、
採用プロセスの合理化 

国際女性の日 ( 3 月 8日 )
　これに因み、WHOは科学と健康の推進
に先駆的な役割を果たしたすべての女性
を祝います。最もよく知られているのは、
Florence Nightingale (19世紀の統計学
者であり、現代につながる看護学の創始
者 )です。他にも、フィリピン出身のFe 
del Mundo ( デング熱などの感染症の先
駆者でハーバード医学校を卒業した最初
の女性 )、Anandi Gopal Joshi ( インド最
初の女性医師の一人で、中央インドの病
院の医師に指名されたが結核で22歳の若
さで逝去 )、Elizabeth Garrett Anderson 
( ソルボンヌ大学で医学を学び、英国最初
の女医 )、Anne Szarewski ( HPVワクチ

ン開発につながる子宮頸がんの原因を突
き止めた )、そして20世紀に入れば、
FrancoiseBarre-Sinoussi ( AIDSの原因
となるHIVウイルス同定の研究 ) などが
挙げられます。2019年の世界の研究者に
占める女性の割合は1/3に過ぎず ( 特に
欧州、北米で男女比のバランスが悪い )、
医療従事者のうち70％は女性ですが、健
康分野の指導的地位にある女性は25％に
過ぎません。WHOでは、上級管理職の60
％を女性が占め、学術界においても昨年
の国立医学アカデミーの新会員の40％が
女性であった等の前向きな変化がみられ
ます。　

グローバルインフルエンザ
戦略 （2019-2030)
　WHOは新しいグローバルインフルエ
ンザ戦略 ( 2019 - 2030 ) を発表しまし
た。新戦略でも季節性インフルエンザは
依然として世界最大の公衆衛生上の課題
のひとつで、毎年世界で推定10億の症例
があり、そのうち300 - 500万が重症で、
29 - 65万人が死亡しています。新型イン
フルエンザのパンデミックは避けられな
いとして、最悪の場合は世界で数百万人

3
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が死亡する恐れがあると警告しています。
新しい戦略では2つの包括的な目標を掲
げています。
1 ) 疾病の監視と対応、予防と管理等のた
めに各国の状況に応じたインフルエンザ
プログラムの構築を求める。
2 ) より効果的なワクチン、抗ウイルス剤
などを開発し、すべての国で利用できる
ようにする。

流産や死産
　これらは依然としてタブーな話題であ
り、スティグマと恥辱と結びついていま
す。赤ちゃんを失った多くの女性は適切
で思いやりのあるケアを受けられていま
せん。今こそ、その話を世界で共有しまし
ょう。定義は一律ではないものの、一般に
は妊娠28週までに胎児が死亡したときを
流産といい、それ以降の場合は死産とさ
れています。妊娠を自覚している女性の
うち流産の割合は10-15%ですが、先進国
でも系統的な統計はなく、実態はもっと
高いと推定されています。
流産などについての考え方、態度は国に
よって大きな違いがあります。悪霊のせ
いであるとするところや、ソーシャルメデ

ィアでそのつらい経験を発信する場合も
あります。

WHO、スポーツイベント
でのたばこ広告等の禁止強
化を加盟国政府に要請
　WHOはフォーミュラ1などを含むスポ
ーツイベントの主催や放送において、た
ばこの広告、販促の禁止を強化するよう、
各国政府に要請しています。WHOはまた
すべてのスポーツ主催者に対し、イベン
トを禁煙とし、また、参加者、レーシング
チームに対してタバコ会社をスポンサー
としない強力なポリシーを採用するよう
働きかけています。

ゲノム編集に関するWHO
諮問委員会初会合開催
　世界的に倫理上の問題が指摘されてい
るヒトゲノム編集について、WHOの新し
い諮問メンバーによる会合が開かれまし
た。ゲノム編集は驚くべき可能性を秘め
ていますが、倫理的にも医学的にもリス
クがあります。透明性を確保するために
WHOに研究内容を登録する体制が必要
という見解で一致しました。今後2年間か

けて協議を重ね、包括的なガバナンスの
枠組みについて提言をまとめる予定とし
ています。委員会はヒト生殖細胞系の臨
床応用はどのようなものであっても、現時
点では無責任なものであると意見が一致
しました。

2019 世界結核デー
　ロベルト・コッホが結核の原因となる
菌を発見したと発表した1882年3月24日
にちなみ、WHOはこの日を「世界結核デ
ー」に定めています。結核は現在でも世界
で最も致死的な感染症です。予防、治療と
も可能であるにも関わらず、結核で毎日
約4500人が命を落とし、約3万人が新た
に罹患しています。今年の世界結核デー
のテーマは「It’s time」とし、世界の指導
者がコミットした以下の緊急行動を強調
しています。
･ 予防と治療へのアクセスを拡大
･ 説明責任の構築
･ 研究を含む十分かつ持続可能な資金調
達の確保
･ スティグマと差別解消の促進
･ 公平かつ権利尊重に基づいた、人を中
心とした結核対策を推進

本ニュースは毎月配信するメール
マガジンに掲載した記事を、イン
デックスとしてご利用いただける
よう再掲載したものです。QRコー
ドを利用して、日本WHO協会のホ
ームページ経由で、ニュースリリ
ース、声明、メディア向けノートな
どの原文にアクセスできます。
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WHO協会ニュース 4月

健康的な環境による
疾病予防　
　上記のWHO報告書について、環境リス
クによる疾病負荷の国際評価が国立国際
保健医療科学院から日本語訳が公開され
ました。原文タイトル : "Preventing 
disease through healthy environments: 
a global assessment of the burden of 
disease from environmental risks."

第 71 回世界保健総会
　2018年5月21日から26日にかけて開
催されました。WHO総会World Health 
Assemblyは、WHOの最高意思決定機関
です。独立行政法人国立国際医療研究セ
ンター国際医療協力局が決議文の日本語
訳 (仮訳) を作成し公表しています。　

保健施設における水と衛生
　WHOとユニセフによるJMP (*) の初
めての包括的な報告書「WASH in Health 
Care Facilities」によると、世界中の医療
施設のうち4ヵ所に1カ所は基本的な給
水サービスがなく、20億人以上が影響を
受けています。特に後発開発途上国 
(LDCs) では保健施設の55％しか基本的

な水の供給がありません。毎年100万人
以上が不衛生な出産によって死亡してい
ま す。(*) JMP；Joint Monitoring 
Programme for  Water  Supp ly, 
Sanitation and Hygiene　

世界保健デーに関する
WHO事務局長の声明
　WHOは、世界の全ての人々が可能な限
りの健康を享受するという明確で野心的
なビジョンとともに、1948年4月7日に誕
生しました。しかし今なおビジョン実現に
は多くの課題が残っています。今日世界
の人々の半数は基本的な医療サービスに
さえアクセスできていません。何百万と
いう女性は熟練した助産師の力を借りる
ことなく出産しています。また何百万とい
う子供たちが致死的な疾病に対するワク
チンを受けられず、HIV、結核、マラリア
の治療を受けられずになくなっています。
2019年になった現在、このような事態は
どうあっても受け入れがたいものです。
良いニュースはこの不平等にたいする動
きが大きくなってきていることです。　

世界の平均寿命
　WHOは年次報告書「世界保健統計」で、

2000年からの16年間で世界の平均寿命
が5.5歳延び、2016年生まれの子どもの
平均余命は72年 (男性は69.8歳、女性は
74.2歳) であると発表しました。その一方
で、高所得国の平均寿命が80.8歳である
のに対してアフリカなどの低所得国は
62.7歳であり、国の豊かさによる格差が
明らかになったと指摘し、低所得国にお
ける基本的な医療へのアクセスの確保が
課題としています(世界保健統計2019)。

IHR 緊急委員会開催
　WHOは12日、IHR緊急委員会を開催し
ました。現時点では「国際的に懸念される
公衆衛生上の緊急事態」には当たらない
としました。しかし特定の地域では感染
が広がっており、隣国へ拡大する懸念も
残っています。

世界医薬品フォーラム
　公正な価格設定と医薬品へのアクセス
に関する世界医薬品フォーラムが開催さ
れ、各国と市民団体はより安価な価格で
医薬品が購入できるよう製造及び研究開
発のコストの透明性を高めるよう求めま
した。

4
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WHO Partners Forum
　2日間にわたってストックホルムで開
催され、喫緊の課題であるグローバルヘ
ルスのためのWHOの資金調達のために
よりよいパートナー構築について議論し
ました。　

非感染性疾患 (NCD) に関
するハイレベル会議
　トルクメニスタンで開かれ、欧州の53
の加盟国が参加しました。欧州地域は
NCDによる平均年齢以下での死亡が減少
している唯一のWHO地域ですが、タバコ、
アルコール、塩分、砂糖、飽和脂肪酸の摂
取を減少させるなど幅広い介入の余地が
あります。 

21 世紀のユニバーサルヘル
ス : アルマアタから 40年
　南北アメリカ地域のすべての人びとが、
健康となることができるようにするため、
「健康は保障されるべき権利である」を始
めとする、10の提言をまとめた報告書
「21世紀のユニバーサルヘルス : アルマ
アタから40年」が発表されました。　

世界の
麻疹感染者数が 4倍に 
WHOは15日、1 - 3月の麻疹 (はしか) の
感染者数が2019年に入っても増加し続
け、前年同期比4倍、約11万2千件になっ
たと発表しました。地域別では、アフリカ
で前年比8倍、欧州では4倍になっていま
す。人口の95％がワクチンを1回接種して
いれば大流行も防げるとしていますが、1
回接種率でさえ85%程度に留まっていま
す。　

デジタル医療介入に関する
初のガイドライン
　WHOは、モバイルフォーン、タブレッ
ト、コンピュータを用いたデジタル技術
はそれ自体が目的ではなく、健康を増進
し、世界を安全に保ち、脆弱な人びとに役
立つためには不可欠なツールであるとす
るガイドラインを発表しました。　

マラウイで世界初のマラリ
アワクチンのパイロット試
験
　この試験では、RTS,Sとして知られるワ
クチンが２歳までの子どもに提供されま

す。アフリカで年間25万人の子供がマラ
リアで死亡し、世界では４３万５千死亡し
ています。そのほとんどが子供たちです。
WHOと様々なパートナ―との共同作業
で進められているもので、今後３か国で
年間36万人の子どもたちへの接種を目指
しています。　

トランス脂肪酸に関する
WHO事務局長の声明
　工業的に製造されるトランス脂肪酸を
世界の食品から除くことはWHOが優先
する課題であり、2023年までのGeneral 
Programme of Work (GPW)のターゲッ
トの一つです。これら有害な化学物質を、
より健康的な脂肪酸や油脂に置き換える
アクションパッケージREPLACEは2018
年に発足しました。　

子供の健康な発育のための
ガイドライン
　WHOは５歳未満の子どもの身体活動、
椅子に座りがちな行動、睡眠に関するガ
イドラインを発表しました。年齢区分（１
歳未満、１～２歳、３～４歳）ごとに指針
を示しています。

本ニュースは毎月配信するメール
マガジンに掲載した記事を、イン
デックスとしてご利用いただける
よう再掲載したものです。QRコー
ドを利用して、日本WHO協会のホ
ームページ経由で、ニュースリリ
ース、声明、メディア向けノートな
どの原文にアクセスできます。
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関西グローバルヘルスの集い

予防接種における
PPP とは
　今回は、持続可能な開発目標（SDGs）
の中でも、「3．すべての人に健康と福
祉を」、「17．パートナーシップで目標
を達成しよう」の2点に注目し、予防
接種に関する官と民との連携（Public-
Private Partnership for Health：以下
PPP）について話題提供を頂きました。
（写真❶）
　予防接種におけるPPPとして、2000
年に設立されたGavi（Global Alliance 
for Vaccines and Immunization）のミ
ッションは、「低所得国での公平なワク
チン普及によって子どもの命と人々の健
康を守る」ことで、理事会メンバーには
国連（WHO、UNICEF、World Bank）、
途上国ならびに先進国の政府代表等に加
え、ワクチン製薬会社やBill & Melinda 
Gates Foundation、Gavi CEO等が名を
連ねています。Gavi の設立による資金
調達の顕著な増加から、多くの新ワクチ

ン導入や予防接種カバレージの増加が達
成され、子ども死亡率低下につながった
と考えられます。しかし一方で、世界の
予防接種におけるリーダーシップは、
WHO等国連からGavi や私企業、ワク
チン製薬会社に移ったようにも捉えられ、
これは予防接種がパブリックサービスか
らビジネスに変化したとも考えられます。
この結果、予防接種の方針やアジェンダ
設定において、Gavi やワクチン製薬会
社等が多大な影響を持つようになり、こ
の状況については賛否が分かれています。
　ワークショップでは、世界の予防接種
においてGaviの様なPPPに賛成、また
は反対であるという2つの違う立場に
立って議論を行う形式を取り入れました。

　運営側が指定したグループでのディス
カッションであったため、実際の自分の

意見とは反対の立場で議論することに困
難さを感じる方々もいましたが、どのグ
ループも活発に意見交換ができていまし
た。グループワーク後の発表では、賛成
グループから、「実益を得るための人材
育成が必要」、「支援を受ける側が受動的
にならないような工夫が必要」といった
意見が見られた一方、反対グループでは、
「民間は撤退し、途上国自身で対策を行
うシステム作りが必要」といった意見が
あり、様々な視点から予防接種に関する
PPPについて考えを深めることができ
ました。

今後の展望
　今回の第2回関西グローバルヘルス
の集いでは、前回終了後に頂いたご意見
や運営スタッフで共有した改善点を踏ま
え、より充実した集いを目指しました。
新たな取り組みとして、指定された立場
のグループでディスカッションを行うこ
とにもチャレンジしましたが、参加者全
員が積極的に発言し、「ディスカッショ
ンの時間が有意義だった」という感想も
頂きました。参加者の皆様と運営スタッ
フが協働し、素晴らしい意見交換の場が
持てたことへの感謝と同時に、より多く
の方がグローバルヘルスについて語るこ
とのできる場づくりを工夫していきたい
と考えます。

関西グローバルヘルスの集い
第2回 国際保健での官と民の関係・連携 
～予防接種を例に挙げて～
2019年3月6日水曜日、第2回関西グローバルヘルスの集いが開催されました。2回目となる今回も、大阪の本町にあるサラヤメディカルトレ
ーニングセンターを会場に、関係者9名を含む計25名が参加しました。今回は、「国際保健での官と民の関係・連携　～予防接種を例に挙
げて～」をテーマに、当協会理事である安田直史先生に話題提供を頂いた後、参加者全員参加によるワークショップを行いました。

兵庫医療大学看護学部看護学科助教

山田絵里
看護師として病院等で勤務した後、2008年に渡豪。
2015年大阪大学大学院医学系研究科博士前期課程を修
了後、大阪大学医学部附属病院国際医療センターにて国
際医療コーディネーターとして勤務。2017年より現職。

グループ分け
世界の予防接種においては
Gaviの様なPPPに賛成／反対
である
議論する内容
1. 賛成／反対の理由
2. 国際保健のアジェンダを設
定し、リードするのが、私企業
や個人に集中しないためには
どうすればいいか？
3. 公平で持続可能な予防接種
を普及するための新しいパー
トナーシップを考える

写真❶　話題提供の様子
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第3回 HIVに関する偏見・スティグマは、
どうすればなくせるか？
2019年5月8日水曜日、第3回関西グローバルヘルスの集いが開催されました。ゴールデンウィークの翌週で慌ただしい時期にもかかわら
ず、関係者6名を含む22名が参加しました。第3回のテーマは 「HIVに関する偏見・スティグマはどうすればなくせるか？」と題し、大阪市立
総合医療センターの白野倫徳先生より話題提供をいただき、その後ワークショップを行いました。

HIV を知り、考え、語る
　まず、HIVの感染経路 (血液、精液、
膣分泌液、母乳 )やHIVが体の中に入
る窓口 (粘膜、傷口 )、感染する確率
(HIV0.3％に対しC型肝炎2～3％、B
型肝炎30％ )といった基本的な情報に
ついてご教示いただきました。その後、
不安やうつ、希死念慮を持つHIV感染
者が大勢おられること、LGBT当事者は
いじめの経験や自殺未遂の経験を持つ者
が多いこと等の調査結果をお示しいただ
きました。さらに、ケニアでの活動をも
とに、途上国でも抗ウィルス薬は普及し
つつあるものの、適切な管理が行われて
いないこと等をご教示いただきました。

質疑応答ではHIV感染者は保険証で差
別されるのか (保険証を見るだけでは
HIV感染者だとわからない )、日本では
HIV感染者が依然として多い理由 (性教
育の遅れ等 )といった様々な視点から、
４名からの質問がありました。
　ワークショップでは、参加者は受付時
に4グループにわかれ、模造紙やふせ
んを用いて意見を出し合いました。参加
者は医療系学生や医療者のみならず、一
般市民もおられ、それぞれの経験や立場、
HIVに関する認識を話し合い、その上
でHIVに対する偏見をなくすための方
法を考えました。メディアの報道により、
良くも悪くもHIVに関する知識が出回
ることや、知識を得るだけでは偏見がな
くならないのではないか、といった様々
な意見が交わされました（写真❷）。
　白野先生のまとめでは、ハンス・ロス
リング氏の書籍「FACTFULNESS」(日
経 BP社，2019年 )を参考に、従来の
疾患のイメージと現在の統計の数値は乖
離がある場合もあると話され、事実を知
ること、伝えていくことの大切さを改め

て感じました。HIVのみならず、様々
な世界の事実を知ること、伝えることが、
偏見をなくす第一歩になるでしょう。こ
のように普段話すことのないテーマにつ
いて自由闊達に議論する場を提供するこ
との必要性を改めて感じました。

ますます魅力のある
集いの場
　この集いはグローバルヘルスを題材と
することから、海外赴任等様々な理由に
より参加が困難な方もおられます。今後
海外でのHIV対策活動を行うことから、
参加できなくなることを惜しまれる参加
者もおられました。参加者のニーズに応
えることができるよう、今後より柔軟な
形での情報提供を考えていきたいと思い
ます。
　今回が第3回となる関西グローバル
ヘルスの集い。中には毎回参加される方
もおられ、定期的に開催することの手ご
たえを感じています。今後も魅力ある集
いを提供していきたいと思います。

写真❷　ディスカッションの様子

甲南女子大学大学院看護学研究科博士前期課程

柳澤沙也子
看護師として病院等で勤務した後、2015～2017年
JICA青年海外協力隊　インドネシア共和国派遣。2018
年より現所属。NPO法人Rehab-Care for ASIAインドネ
シア事業リーダー。

※参加者募集のお知らせ※
関西グローバルヘルスの集いは、関西を中心に、グローバルヘルスに関する諸問題について、あらゆる角度から、自由闊達に議論
ができる場の提供を目的に始まりました。参加費は要りません。参加資格もありません。グローバルヘルスに関心のある方は、どな
たでもご参加頂けます。2019年度は、奇数月の第1水曜日に開催予定です（ただし5月は、第2水曜日の8日に開催）。開催のお知らせ
は、日本WHO協会NEWSで配信されるとともに、協会のホームページでもご確認いただけます。普段はつながりのない人たちとつ
ながって、真剣、かつ楽しく切磋琢磨し合いましょう！

本集いに関するお問合わせは、kansai.gh.tsudoi@gmail.comまでお願いします。
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WHO憲章
憲章

な 肉体的、精神的及び社会的福祉の状
態であり、単に疾病又は病弱の存在しな
いことではない。到達しうる最高基準の
健康を享有することは、人種、宗教、政
治的信念又は経済的若しくは社会的条件
の差別なしに万人の有する基本的権利の

世界保健機関（WHO）憲章は、1946年7
月22日にニューヨークで61か国の代表に
より署名され、1948年４月7日より効力
が発生しました。 日本では、1951年６月
26日に条約第１号として公布されました。
その定訳は、たとえば「健康とは、完全

一つである」といったように格調高いも
のです。日本WHO協会では、21世紀の
市民社会にふさわしい日本語訳を追及し、
理事のメンバーが討議を重ね、以下のよ
うな 仮訳を作成しました。
 日本WHO協会理事　中村安秀

この憲章の当事国は、国際連合憲章に従い、次の諸
原則が全ての人々の幸福と平和な関係と安全保障
の基礎であることを宣言します。

健康とは、病気ではないとか、弱っていないという
ことではなく、肉体的にも、精神的にも、そして社
会的にも、すべてが 満たされた状態にあることを
いいます。

人種、宗教、政治信条や経済的・社会的条件によっ
て差別されることなく、最高水準の健康に恵まれ
ることは、あらゆる人々にとっての基本的人権のひ
とつです。 

世界中すべての人々が健康であることは、平和と
安全を達成するための基礎であり、その成否は、個
人と国家の全面的な協力が得られるかどうかにか
かっています。

ひとつの国で健康の増進と保護を達成することが
できれば、その国のみならず世界全体にとっても
有意義なことです。

健康増進や感染症対策の進み具合が国によって異
なると、すべての国に共通して危険が及ぶことに
なります。

子供の健やかな成長は、基本的に大切なことです。
そして、変化の激しい種々の環境に順応しながら
生きていける力を身につけることが、この成長の
ために不可欠です。
健康を完全に達成するためには、医学、心理学や関
連する学問の恩恵をすべての人々に広げることが
不可欠です。

一般の市民が確かな見解をもって積極的に協力す
ることは、人々の健康を向上させていくうえで最も
重要なことです。

各国政府には自国民の健康に対する責任があり、
その責任を果たすためには、十分な健康対策と社
会的施策を行わなければなりません。

これらの原則を受け入れ、すべての人々の健康を
増進し保護するため互いに他の国々と協力する目
的で、締約国はこの憲章に同意し、国際連合憲章第
57条の条項の範囲内の専門機関として、ここに世
界保健機関を設立します。

THE STATES Part ies to this Const itut ion declare, in 
conformity with the Charter of the United Nations, that the 
following principles are basic to the happiness, harmonious 
relations and security of all peoples:

Health is a state of complete physical, mental and social well-

The enjoyment of the highest attainable standard of health is 
one of the fundamental rights of every human being without 
distinction of race, religion, political belief, economic or social 

The health of all peoples is fundamental to the attainment of 
peace and security and is dependent upon the fullest co-

The achievement of any States in the promot ion and 

Unequal development in different countries in the promotion 
of health and control of disease, especially communicable 

Healthy development of the child is of basic importance; the 
ability to live harmoniously in a changing total environment 

The extension to all peoples of the benef its of medical, 
psychological and related knowledge is essential to the fullest 

Informed opinion and active co-operation on the part of the 
public are of the utmost importance in the improvement of 

Governments have a responsibility for the health of their 
peoples which can be fulf illed only by the provision of 

ACCEPTING THESE PRINCIPLES, and for the purpose 
of co-operat ion among themselves and with others to 
promote and protect the health of all peoples, the Contracting 
Parties agree to the present Constitution and hereby establish 
the World Health Organization as a specialized agency within 

世界保健機関憲章前文 （日本WHO協会仮訳）
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WHO の地域事務所と管轄エリア
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（公社）日本WHO協会の沿革

歴代会長・理事長、副会長・副理事長（在職期間）

沿革

　第二次世界大戦後の硝煙さめやらぬ1946年７月 22日、世界の61カ国がニューヨークに集い、すべての人々が最
高の健康水準に達するためには、何をすべきかを話し合い、その原則を取り決めた憲章が採択され、1948年４月７
日国連の専門機関として世界保健機関WHOが発足しました。
　当協会はこのWHO憲章の精神に賛同した人々により、1965年に民間のWHO支援組織として設立され、グロー
バルな視野から人類の健康を考え、WHO精神の普及と人々の健康増進につながる諸活動を展開してまいりました。

中野種一郎（1965 - 73）
平沢　興（1974 - 75）
奥田　東（1976 - 88）
澤田敏夫（1989 - 92）
西島安則（1993 - 06）
忌部　実（2006 - 07）
宇佐美　登（2007 - 09）
關　淳一（2010 -17 ）
中村　安秀(2018-)

松下幸之助（1965 - 68）
野辺地慶三（1965 - 68）
尾村偉久（1965 - 68）
木村　廉（1965 - 73）
黒川武雄（1965 - 73）
武見太郎（1965 - 81）
千　宗室（1965 - 02）
清水三郎（1974 - 95）
花岡堅而（1982 - 83）

副会長
副理事長

会長
理事長

羽田春免（1984 - 91）
佐野晴洋（1989 - 95）
河野貞男（1989 - 95）
村瀬敏郎（1992 - 95）
加治有恒（1996 - 98）
坪井栄孝（1996 - 03）
堀田　進（1996 - 04）
奥村百代（1996 - 06）
末舛恵一（1996 - 04）

中野　進（1998 - 06）
高月　清（2002 - 06）
北村李賢（2002 - 04）
植松治雄（2004 - 06）
下村　誠（2006 - 08）
市橋　誠（2007）
更家悠介（2008 - 12）
更家悠介(2018-)
生駒京子(2018-)

★は世界保健機関（WHO）の沿革
「WHO憲章」が発効し、国連の専門機関として世界保健機関（WHO）が発足。
WHO憲章の精神普及を目的とする社団法人日本WHO協会の設立が認可された（本部京都）。
WHO講演会等の事業活動を開始。
世界保健デー記念大会開催事業を開始。
「目で見るWHO」発行開始
青少年の保健衛生意識向上のため、作文コンクール事業を実施。
老年問題に関する神戸国際シンポジウムを実施。
WHO 健康相談室を開設、中高年向け健康体操教室を実施。
海外のWHO 関連研究者への研究費助成事業を実施。
WHO 健康開発総合研究センター（WHO 神戸センター）開設。
京都にてWHO創設50周年シンポジウム「健やかで豊かな長寿社会を目指して」を実施。
健康フォーラム2000をはじめ、全国各地でもフォーラム事業を実施。
事務局を京都より大阪市に移転。セミナー事業を開始。
財団法人エイズ予防財団（JFAP）のエイズ対策関連事業への助成を開始。
事務局を大阪商工会議所内に移転。
「目で見るWHO」を復刊。パンデミックになったインフルエンザに対応し対策セミナーを実施。
WHO神戸センターのクマレサン所長を招き、フォーラム「WHOと日本」を実施。
メールマガジンの配信を開始。
WHOインターンシップ支援助成を開始。
公益社団法人に移行
世界禁煙デーにあたってWHO神戸センターのロス所長を招き、禁煙セミナーを実施。
第５回アフリカ開発会議（TICAD）公式サイドイベントとしてフォーラムを実施。
WHO本部から発信されるファクトシートの翻訳出版権を付与される。
グローバルヘルス研究会「関西グローバルヘルスの集い」 開始　　

★1948
1965

1966
1968
1970
1981
1985
1994
★1996
1998
2000
2006
2007
2008
2009
2010
2011

2012

2013
2014
2019
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グローバルな視野から健康を考え、
国の内外で人々の健康増進につながる諸活動と
WHO憲章精神の普及活動を展開しています。

私たちの活動に賛同し、
継続的ご支援頂ける方の入会をお待ちしています。

会員種別 年会費

正会員：個人 50,000円

正会員：法人 100,000円

個人賛助会員 1口：5,000円

学生賛助会員 1口：2,000円

法人賛助会員 1口：10,000円

2019　夏号　No.69
2019年　7月 1日　発行
定価　1000円 (税別)

発行者
中村安秀

編集委員
安田直史 （編集長）　小笠原理恵　尾﨑史歩
木村暁　佐伯壮一朗　白野倫徳　戸田登美子
柳澤沙也子　山田絵里　吉川健太郎　渡部雄一

発行所
公益社団法人　日本WHO協会

〒540-0029　大阪市中央区本町橋2-8　大阪商工会議所ビル5F
TEL◦06-6944-1110　FAX◦06-6944-1136
URL◦https://www.japan-who.or.jp/

印刷
株式会社因州屋

TEL◦06-4306-6641

沿革

WHO Association of Japan2019.Summer 37



WHO Association of Japan 2019.Summer38



WHO インターンシップ支援助成のご案内
WHOへの人材貢献推進事業の一環として、WHOにインターンとして登用された個
人に対し、インターン期間中の生活費等の負担を軽減するために助成を行うものです。

WHOの本部、西太平洋地域事務所、健康開発総合研究センター等のインターンシッ
プ制度によりインターンとして登用が決定した者

WHOでのインターン採用決定内容と助成支援を必要とする理由（他の支援制度適用
の状況等）を付して協会事務局へ申請してください。申請書必要記載事項は、下記
当協会のホームページでご確認ください。
https://www.japan-who.or.jp/m_recruit/book5620.pdf

助成対象者には、インターン終了後、WHOでの経験を協会機関誌 「目で見る
WHO」 に掲載する記事として報告して頂きます。助成金使途についての報告明示義
務はありませんが、何らかの事情によりインターンを中止、中断した場合には直ち
にその旨をご連絡頂き、個別事情により助成金をご返還頂く場合があります。

趣 旨

応 募 資 格

応 募 方 法

助成対象者の義務
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